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H26 101 02_農業・農
地

都道府県 岡山県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第8条第4項

農業振興地域整備計画
を策定・変更する場合の
都道府県知事への協議
の廃止

農業振興地域の整備に関する法律に基づき市町村が農
業振興地域整備計画を策定・変更する際の都道府県知
事への協議を廃止する。

【制度概要】
市町村農業振興地域整備計画の策定・変更については、法律の基準に従って計画策定・変更をし、この
うち農用地利用計画については都道府県知事との協議・同意を必要とするしくみとなっている。
【支障事例】
当県では、農地転用（４㏊以下）に係る許可権限を平成20年度までに全市町村に移譲しているが、農業振
興地域の整備に関する法律において、市町村農業振興地域整備計画の策定・変更にあたって都道府県
知事への協議・同意が義務づけられているため、農地制度上の権限が市町村において完結しておらず、
市町村による真の意味での自主的･主体的な地域づくりが可能となっていない。
【制度改正の必要性】
同計画の策定･変更については、法令上基準が示されており、その基準に従って計画策定・変更を行え
ば足り、都道府県知事への協議を廃止することによって事務の迅速化が図られる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【制度改正の必要性】
農地転用許可に当たっての審査基準は同一であり、面積要件により許可権者を変える必要性に乏しく、
許可権限を市町村へ移譲すること、農林水産大臣への協議を廃止することにより事務の迅速化を図るべ
きである。
【支障事例】
地方農政局における手続に一定程度時間を要するため、立地を計画している企業等が刻々と変化する経
済情勢に基づくビジネスチャンスを逃す場合や、不要な出費を強いる場合がある。
【制度改正の経緯】
本県では、現在、４ha以下の農地転用許可権限を全ての市町村に移譲しているが、何ら問題なく事務処
理ができている。市町村からは、より迅速な事務処理を可能にするため、県農業会議の意見聴取の義務
付けを廃止すべきとの多数の意見がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 A　権限
移譲

農地法第４条第１項及び第５条
第１項

農地転用許可権限の市
町村への移譲

①4haを超える農地転用に係る農林水産大臣の許可権
限を市町村長へ移譲する。
②4ha以下の農地転用に係る知事の許可権限を市町村
長へ移譲する。

H26 100 02_農業・農
地

都道府県 岡山県
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国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 103 11_その他 一般市 栃木市 法務省 B　地方
に対する
規制緩和

人権擁護委員法第6条第3項 人権擁護委員推薦の議
会諮問の廃止

人権擁護委員候補者の推薦に当たり、議会の意見を聞
く義務付けを廃止する。

人権擁護委員の推薦については、議会の意見を聞くことが義務付けられているため、推薦が必要となる都
度、市議会定例会に議案提出しているが、推薦手続きにおいては、法務局が弁護士会及び人権擁護委
員連合会の意見を求める規定もあり、市町村議会の意見を義務付ける必然性はないと思われる。

地方議会の諮問の義務付けを廃止することで、国が委嘱する委員の市町村推薦手続きが簡素化され、議
会及び市町村の業務負担が減少する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 105 02_農業・農
地

一般市 栃木市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第８条第４項、第１３条第４
項

農用地利用計画に係る
都道府県知事への協議
及び同意を廃止

農業振興地域整備計画の農用地利用計画を策定及び
変更する場合、策定及び変更の際に必要な都道府県知
事への協議及び同意を廃止する。

【具体的な支障事例】
農業振興地域制度は、「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、都道府県知事が農業振興地域
を指定し、これに基づいて市町村が農用地区域を定めることにより 優良農地の確保と計画的な農業の振
興を目指す制度であるが、本市のように、３度の市町合併を行い、市域が広域となった自治体では、市政
推進の指針となる総合計画やまちづくりの指針となる都市計画マスタープランと整合性を図った適切な土
地利用の見直しが必要となっている。特に本市の土地利用上の大きな特徴として、東北縦貫自動車道と
北関東自動車道の結節点に位置し、３か所のICを有しており、周辺地域は、物流・産業の拠点など将来の
地域振興に大きな期待が寄せられている。さらに、少子高齢化に伴う人口減少対策として、定住促進の強
化対策を本市は打出しており、安定的な雇用の確保が求められている。しかしながら、３か所のIC周辺地
域は、ほとんどが農振農用地に該当しており、ICが設置された地理的優位性が一向に活かされていない
のが実情である。市のまちづくりの方向性を定めた総合計画や都市計画マスタープランを推し進めていく
上では、農業振興制度が大きなハードルとなっている。
【廃止の必要性】
農用地利用計画の変更に係る都道府県知事への協議及び同意を廃止としていただきたい。地域の実情
を反映したまちづくりを効果的に進めていくには、市の責任の下、将来のあるべき姿を考え、計画的かつ
ダイナミックな土地利用の見直しを決めていくことが重要である。また、農振除外の手続きについても、時
間的な短縮と地域住民へのサービス向上が図られ、事務量の削減にも繋がるものである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 102 02_農業・農
地

都道府県 岡山県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第4条第5項

農業振興地域整備基本
方針を策定・変更する場
合の農林水産大臣への
協議の廃止

農業振興地域の整備に関する法律に基づき都道府県が
農業振興地域整備基本方針を策定・変更する際の農林
水産大臣への協議を廃止する。

【制度概要】
国は、食料の安定供給という責務から、どの程度の農用地等を確保しておくかを全国的な見地から判断
する必要があるとし、農業振興地域整備基本方針の策定・変更にあたっては国の協議・同意を得ることとし
ている。
国の基本指針における「確保すべき農用地等の面積の目標」については、「食料・農業・農村基本計画」
の供給熱量ベースの食糧自給率の目標50％を基に算定し、各都道府県の確保面積の合計が国の確保
面積と一致する仕組となっている。
【支障事例】
都道府県の確保面積の算定にあたっては、全国一律の基準で行われており、各都道府県ごとに農家の高
齢化・担い手不足、条件不利農地の存在やその他地理的条件の差異など様々な要因があるにもかかわら
ず、それらは全く考慮されていない。
また、「協議」でありながら、国の確保面積と各都道府県の確保面積の合計値が一致することとなるよう国
から各都道府県の確保面積が押し付けられ、それに応じなければ国の同意がないという実態がある。
【制度改正の必要性】
確保面積目標算定について国への協議を廃止し、県の地域性・独自性が反映できるようなしくみとすべき
である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【法務省】
（２）人権擁護委員法（昭24法139）
人権擁護委員の推薦（６条３項）については、事務の効率化に資する観点から、市町村議会へ
の意見聴取を推薦の都度行うのではなく、市町村の実情に応じて、一定期間に推薦されること
が予定されている委員候補者について一括して意見を聞くことも可能である旨、市町村に周知
する。

【法務省】地方分権改革に関する地方からの提案に対する対応につい
て（平成27年3月27日付け法務省人権擁護局総務課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_103

－ － － － － －

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 107 09_土木・建
築

中核市 金沢市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

河川管理施設等構造令第47条
第2項
課長通達16令第47条関係（2）

樋門の最小断面の緩和 樋門の最小断面は課長通達により内径1.0m以上と決め
られているが、集水エリア等を考慮し、より小さい断面でも
樋門を設置できるよう最小断面の条件を緩和したい。

河川や用水からの排水や取水機能を持つ樋門の設置基準が、現在は課長通達（平成11年10月15日改
正）により内径1.0m以上とされているが、金沢市では、平成21年度以降、一定の開度を保持し開口する
「バランスウエイト式フラップゲート」を採用していおり、より堆積土砂等が排除される構造としている。
今後設置する予定の樋門は、市内北部の大宮川の河口付近などを想定しており、既設排水の機能確保
を考慮すると、流量的に1.0ｍ以下で十分な箇所が出てくる予定である。将来的に地元が費用負担する樋
門が多く、より小さい樋管の方が、地元が修繕や改良する時に金額の抑制効果があり、当然、施工費（初
期投資）も抑制できる。
求める制度改正の内容は、例えば、通達を改正して、内径1.0mという基準にとらわれることなく、流量や河
川構造など地域の実情に応じて樋管のサイズを柔軟に決定できる旨、但し書きを加える等により、柔軟な
樋門の設置を可能としたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 108 11_その他 中核市 金沢市 内閣府 A　権限
移譲

特定非営利活動促進法第9条 特定非営利活動法人の
所轄事務を中核市へ移
譲

現行の特定非営利活動促進法に定める所轄庁は、都道
府県の知事又は指定都市の長とされているが、ここに中
核市の長を加えることで、事務権限を移譲したい。

【支障事例】
特定非営利活動法人については、現行の所轄庁は都道府県知事又は指定都市の長とされていることか
ら、主たる事務所の所在地が金沢市にあるNPO法人は約170あるにもかかわらず、各団体の特徴や得意
分野、その他具体的な活動実態を十分把握できているとはいえず、本市と協働してまちづくりに取り組む
NPO法人が固定化することで、本市の協働事業がマンネリ化・硬直化する傾向にある。
また、都道府県のように法人化を目指すNPO及びNPO法人からの「法人化に関する相談・認可（変更）申
請・事業報告」等が皆無のため、「各団体の顔が見えづらい」ほか、団体や法人に関する情報を県のHP等
を通じて「断片的にしか取得できない」など、団体の一元的・総体的な管理が不可能なことにより、団体と
の連携不足や事務処理上のタイムロス等が生じている。
【制度改正による効果】
権限移譲により、主たる事務所の所在地が金沢市にあるNPO法人に関する情報を一元・相対的に管理す
ることで、各団体の特徴を活かした協働事業が展開可能となり、ＮＰＯ法人の知識や経験をまちづくりに活
かせるようになる。
また、相談・申請等に対応する中で、本市職員の「NPO法や協働に関する知識の習得」、「協働意識の醸
成」等が一層図られることも期待され、本市の重点施策である「自立した市民と協働したまちづくりの達成」
に近づくとともに、県と本市との協働のまちづくりに関する知識や意識の一体感が醸成される。
さらに、各団体の特性を活かしたマッチング（連携）事業が行えるほか、現在必要とされる関係各所への情
報確認・把握にかかる時間が不要となり、機を逸することなく、団体への働きかけができる等効果的な連携
事業の計画・実施も容易になる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 110 08_消防・防
災・安全

指定都市 浜松市 総務省（消
防庁）

B　地方
に対する
規制緩和

消防組織法第45条第1項、第49
条第2項及び第3項
緊急消防援助隊に関する政令
第6条
緊急消防援助隊設備整備費補
助金交付要綱第3条

緊急消防援助隊設備整
備費補助金に係る零細
補助基準の廃止又は緩
和

緊急消防援助隊設備整備費補助金交付要綱第3条に規
定されている、県及び指定都市が補助金の交付を受ける
ための基準（交付額が9,500万円以上）について、基準の
廃止又は緩和を求めるもの。

【支障事例】
消防組織法第45条に規定される緊急消防援助隊（以下「緊援隊」）の車両整備に交付される緊急消防援
助隊設備整備費補助金については、同補助金交付要綱第3条において、指定都市にあっては、交付額
が9,500万円（以下「基準額」）に満たない場合は、交付決定を行わないこととされている。
本市では、緊援隊の車両更新は毎年1～2台程度必要だが、これに係る算定額が基準額に満たないた
め、当該補助金を活用できない。（添付「参考①・②」）
このため、更新の先送り等により更新年度を集中化しなければならず、平成19年度以降は更新期間を延
長して対応している。今後も、平成28年度及び平成33年度に更新を集中させ整備せざるを得ない見通し
であり、関係車両以外の車両等の更新時期にも影響を及ぼすとともに、老朽化による年間の車両維持管
理費の増大や、更新の先送りが困難な場合は、全額市費による更新を余儀なくされている。
※他の指定都市にも同様の課題が見られる。
【制度改正の必要性】
基準額の廃止又は緩和により、当該補助金を実情に即した形とすることで、上記の課題を解決し、各自治
体における緊援隊の計画的整備に大きく資するものとなる。ひいては、平成30年度を目途とする緊援隊の
規模増強の計画達成につながるものと考える。（添付「参考③」）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【制度改正の内容】
都市計画法第２１条の軽易な変更は、その内容が細かく規定されており、変更内容も限定的で、既決定時
に両者の調整は済んでいるものと解される。
これまでの地方分権改革で市町村が決定できる都市計画の種類が拡大したが、軽易な変更として取り扱
う項目に、道府県と市町村とでは大きな違いがある。このことから、都市計画事業の進捗にも影響が出てい
る。よって、市町村が決定する都市計画の軽易な変更についても、道府県と同様の項目とすることを提案
する。
【具体的な支障事例及び制度改正の必要性】
都市計画法施行規則第１３条各号に掲げるものが、市町村決定の都市計画に関して、軽易な変更として
認められていないことにより、次のような支障事例が生じており、同様の支障事例が公園等の場合にも想
定される。
・都市計画道路施行の際、詳細測量を行なって実施設計を行い、事業認可を得ようとした場合、都市計画
決定した線形と事業認可を受けようとする線形がずれてくる場合は都市計画変更をした上で事業認可申
請する必要がある。この変更の手続きに時間を要してしまうと、事業予定地に建築物等が建築されてしまう
恐れがあり、移転補償が困難になり道路完成の遅延が予想される。また、施工中に地盤状況等により線形
変更が必要となった場合、変更手続きに時間を要すると工事期間も長くなり、工事費増大の恐れがある。
このようなことから、軽易な変更として手続きの期間を短縮させたい。
（参考）
通常の変更　案の縦覧から決定告示まで約６週間
軽易な変更（名称の変更）　都市計画審議会召集から決定告示まで約１週間
軽易な変更（名称の変更以外）　案の縦覧から決定告示まで約４週間

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法第１９条第３項
都市計画法施行令第１４条
都市計画法施行規則第１３条の
２

都市計画の軽易な変更
の見直し

都市計画法施行令第１４条第１項第２号中「法第１８条第
３項」の次に「又は法第１９条第３項」を追加、又は都市計
画法施行規則第１３条の２の条文に同規則第１３条各号
の条文を追加することにより、市町村が決定する都市計
画の軽易な変更を道府県と同様とし、道路や公園等に関
する都市計画の変更を行いやすくする。

H26 109 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 二本松市
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６　【国土交通省】
（11）河川法（昭39法167）
（ⅳ）樋門の構造（河川管理施設等構造令（昭51令199）47条２項）について、国土交通大臣が
その構造が同項の規定によるものと同等以上の効力があると認める施設については設置が可
能であること（同令73条４号）等を、地方公共団体に改めて情報提供する。

【国土交通省】河川管理施設等構造令第73条第4号の規定に基づく認
定手続について（平成27年2月9日付け河川環境課河川保全企画室課
長補佐、治水課課長補佐事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_107

５【内閣府】
（２）特定非営利活動促進法（平10法７）
特定非営利活動法人の設立認証等を担う所轄庁の権限（９条）については、条例による事務
処理特例制度による運用状況や都道府県、中核市等の意見を踏まえつつ、中核市への移譲
について検討し、必要な措置を講ずる。

－ － － － 内閣府政策統括官（経済社会システ
ム担当）付参事官（共助社会づくり推
進担当）

６【総務省】
（10）緊急消防援助隊設備整備費補助金
指定都市に係る緊急消防援助隊設備整備費補助金の交付基準については、近時の指定都
市の行政規模を踏まえ、緩和の方向で見直しを行う。

６　【国土交通省】
（12）都市計画法（昭43法100）
（ⅲ）市町村が都市計画の変更を行う場合における軽易な変更とされる事項（施行規則13条の
２）については、制度の運用実態や地方公共団体の意向を調査し、その結果等を踏まえて見
直しを検討し、平成27年中に結論を得る。
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年

H26 111 02_農業・農
地

指定都市 仙台市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

卸売市場法第９条、第１１条
卸売市場法施行令第７条

中央卸売市場業務にか
かる業務規程に関して、
農林水産大臣の認可を
一部の事項につき事後
報告とすること

消費税法及び地方税法の改正に伴い、中央卸売市場業
務にかかる業務規程の変更が発生し、当該規程変更に
あたっては卸売市場法に基づき農林水産大臣の認可が
必要となっている。消費税法及び地方税法の改正に関
し、税負担の適正な転嫁を関係省庁で申し合わせている
ことを踏まえ、消費税率の変更に伴う業務規程の変更に
ついては、事後報告に変更すべきである。

【支障事例】
本年４月の消費税率の５％から８％への引き上げに伴い、業務規程に相当する仙台市中央卸売市場業務
条例及び同業務条例施行規則に規定する、卸売業者が市長に提出しべき報告書の「卸売予定数量等の
報告」及び「売買仕切り書の記載事項」の消費税率を１００分の５から１００分の８に改めた。この変更につ
いては農林水産省より大臣の認可が必要との見解が示されたことから、認可申請を行った。
認可申請には、必要な利害関係者への意見聴取、条例の改正に係る議案の議決証明書発行の事務処
理が必要となり、多大な時間と労力を費やした。
【制度改革の必要性】
消費税法の改正は国会で審議・議決され、また、法改正後、物価担当官会議を開催し消費税の適正な転
嫁を関係省庁で申し合わせていることを踏まえれば、このように法改正に起因し、政府の方針が明確に示
されているものについては大臣の認可事項から除外する必要がある。
【類似事例】
一般ガス事業者の定めるガス料金については、ガス事業法第17条第6項で「他の法律の規定により支払う
べき費用の額の増加に対応する場合として経済産業省令で定める場合」には、値上げによる約款の変更
に伴う経済産業大臣の認可を必要としないと規定されており、経済産業省令で定める場合として、ガス事
業法施行規則第19条の3の2第1項第2号で「消費税相当額の増加に対応する場合」と定められている。こ
れにより、消費税増税によるガス料金の改定については、大臣の認可を必要としていない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 112 01_土地利
用（農地除
く）

指定都市 仙台市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法施行令第6条第1項
第6号
都市計画運用指針C．C-1.(1)

都市計画法施行令及び
都市計画運用指針の改
正

下水道に関する排水区域、管渠を都市計画に定める事
項から削除すべきである。

都市の排水処理については公共下水道，農業集落排水，浄化槽，潅漑排水，準用河川などの手法があ
るが，都市計画に位置付けているのは下水道法で位置付けられる下水道だけであり，都市内の排水処理
の全てを都市計画では網羅していない。
現行制度は，高度成長期に都市計画の観点で下水道の整備促進を図る目的で位置付けられているが，
都市の成熟化や人口減少の時代となった現在，当初の都市計画的観点が希薄となっており，近年行われ
ている手続きは，家1件の建築に伴う区域の追加や，区画整理により市街化編入した区域の追加など，都
市計画的議論の余地がないものがほとんどである。
また，都市計画図の中に下水道の排水区域を図示しないため，一般の方が都市計画決定された下水道
の排水区域を見るためには，都市計画案を縦覧するか，都市計画決定図書の原議を開示請求するしかな
い。
下水道の管渠は下水排除面積1,000ha以上のものについて決定することとなっているが，どのようなルート
で下水が流れるかを示した図に過ぎず，
地下鉄の決定のように平面位置や縦断高さを決定して他の構造物に対して制限を掛けるようなものではな
い。また，管渠は一般的に道路下に占用するため，土地収用の必要も生じない
下水道の都市計画決定については，土地収用の観点や都市計画的な観点から市民にとって迷惑施設と
なる可能性がある処理場，ポンプ場などの施設の位置に限定し，排水区域及び管渠の項目を削除すべき
である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 113 01_土地利
用（農地除
く）

指定都市 仙台市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法第59条第1項 都市計画法の改正 都道府県知事の認可が必要となる都市計画事業から下
水道を削除すべきである。

現行制度は，高度成長期に都市計画の観点で下水道の整備促進を図る目的で位置付けられているが，
都市の成熟化や人口減少の時代となった現在，当初の都市計画的観点が希薄となっており，都市計画的
議論の余地がないものがほとんどであり，都市計画道路や都市公園のように都市計画事業として整備を行
う必要がある事業とは異なり，下水道事業は下水道法で整備計画が担保されていることから，都市計画事
業認可取得手続き自体が事務的な負担となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 114 03_医療・福
祉

都道府県 千葉県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

介護保険法第１１５条の４５第２
項第６号（地域における医療及
び介護の総合的な確保を推進
するための関係法律の整備等
に関する法律による改正後の介
護保険法。当該条項の施行期
日は平成２７年４月１日。）

介護保険法地域支援事
業の認知症施策に係る
「保健医療及び福祉に関
する専門的知識を有する
者」の要件の緩和

平成２７年度以降、介護保険法の地域支援事業として
「保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者」を
設置して認知症支援事業を実施することが市町村に義
務付けられるが、「専門的知識を有する者」として、国が
養成する認知症地域支援推進員だけではなく、都道府
県や市町村が認知症地域支援推進員に準じる者として
独自に養成する者も対象とすること。

【制度改正の経緯】
平成２７年度以降、介護保険法の地域支援事業に認知症支援事業が位置付けられ、市町村に実施が義
務付けられる。この事業は「保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者」（以下「専門的知識を有
する者」）を置き実施することとされ、具体的には国が養成する認知症地域支援推進員と想定されている
が、都道府県や市町村が認知症地域支援推進員に準じる者として独自に養成する者も対象とすること。
【支障事例】
千葉県では、認知症高齢者の急増という現状に鑑み、認知症多職種協働の連携役を早急に養成する必
要があると判断し、平成２４年度に研修体系及びプログラムを作成、２５年度から独自に認知症コーディ
ネーターの養成を開始しており、その役割の多くは認知症地域支援推進員と重複している。
認知症コーディネーターの養成研修プログラムは、県内の医療、介護、福祉等各分野の多くの関係者で
検討・協議を重ね、現場の声を取り入れて作成したものであり、地域の特性に応じた養成を行っている。既
に６９人を養成し、２７年度までに１６０人の養成を目指しており、今後も配置促進を図っていく予定としてい
る。
しかし、地域支援事業で配置が義務付けられる「専門的知識を有する者」について認知症地域支援推進
員しか認められないこととなると、本県のこれまでの取組が活かされず、継続していくことが困難となる。
【制度改正の必要性】
認知症地域支援推進員に準じる者として一定の質は確保しつつ、自治体が自主的な取組により地域の特
性を踏まえて養成した者も対象とすることで、認知症の人が住み慣れた地域で生活するためのより効果的
な支援が可能となるため、要件を緩和する必要がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６　【農林水産省】
（10）卸売市場法（昭46法35）
中央卸売市場業務規程の記載事項（９条）の一部については、地方公共団体の判断により、
条例以外の規則等で定めることができることを、今後の「中央卸売市場業務規程の作成につ
いて」（平11農林水産省食品流通局）の改正に合わせ、地方公共団体に通知する。

【農林水産省】中央卸売市場業務規程例の一部改正について（平成
27年3月25日付け農林水産省食料産業局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_111

－ － － － － －

－ － － － － －

【厚生労働省】「地域支援事業の実施について」の一部改正について
（平成28年1月15日付け厚生労働省老健局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_114

６【厚生労働省】
（19）認知症地域支援推進員等設置事業
地域支援事業実施要綱に基づく認知症地域支援推進員等設置事業については、国が定める
研修を受講した者のほか、地方公共団体が独自に養成する者を活用することもできるように、
平成27年度の早期に当該実施要綱の見直しを行う。
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H26 115 06_環境・衛
生

一般市 三豊市 環境省 B　地方
に対する
規制緩和

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律第7条、廃棄物の処理及
び清掃に関する法律施行令第4
条の5

一般廃棄物収集運搬業
の許可期間の延長

一般廃棄物収集運搬業の許可の期間は、廃棄物の処理
及び清掃に関する法律第7条において、「一年を下らな
い範囲で政令で定める期間」とされ、同法施行令第4条
の5の規定では2年とされている。これに対し、同法で規
定される産業廃棄物処理業の許可の期間は5年であり、
更に平成22年の法律改正により優良事業者制度が導入
され、優良な産業廃棄物処理業者については、許可期
間が7年と2年延長されている。
一般廃棄物収集運搬業の許可期間についても、優良な
事業者に対しては、原則2年延長して4年とする特例を認
めてほしい。

【支障事例】
本市は合併後、市域が広がり事業所数が多いことから、市が、現在以上のきめ細かい指導を行うことには
限界がある。また、一般廃棄物収集運搬の許可業者が市町村合併時の10社から延べ21社に増加し、事
務が煩雑化している。
【制度改正の必要性】
一般廃棄物収集運搬業を行う優良事業者に対する許可期間を延長することにより、事業者の資質の向上
と行政事務の軽減が図られる。また、優良事業者としての特例を与えることにより、事業所に対する市の指
導等について一層の協力が見込まれ、行政の補完的立場を持ち合わせた事業活動の展開が期待され
る。
【懸念の解消】
平成24年、本件に関する全国市長会の要望に対して、国は、「一般廃棄物処理業者の行う処理事業は、
市町村が実施する一般廃棄物の処理を補完する極めて公共性の高い事業であることから、更新期限をで
きるだけ短くすることにより、一層の信頼を高める必要がある」と回答している。
信頼性の確保について、市町村は収集運搬業者と日頃から直接顔を合わせる機会があり、日常的な
チェックや確認が可能であることから、今回は、収集運搬業に限るものとして提案する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 116 11_その他 一般市 三豊市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

厚生労働省所管一般会計補助
金等に係る財産処分承認基準
（平成20年4月17日会発第
041700号）

補助金返還要件の緩和
（各省庁の財産処分基準
の見直し）

現在、施設の売却等の財産処分にあたっては「補助金等
に係る予算の執行の適正化に関する法律」及び所管行
政庁の財産処分承認基準により、補助金の返還が余儀
なくされている。
多くの遊休化・老朽化した施設の有効活用を検討してい
く中で、それが弊害となり、民間への売却等に際し、契約
交渉の過程において不利になるため、財産処分承認基
準を見直し、有償譲渡や有償貸付の場合であっても、補
助金返還を求めず、事務処理の簡素化を図ってほしい。

【制度改正の経緯】
全国の多くの自治体は、平成の合併後、約10年が過ぎようとしており、合併に伴う施設管理の増数増大化
や更新費用の問題が喫緊の課題となっている。しかしながら、各所管省庁の「補助金等に係る財産処分
基準」により補助金返還が余儀なくされており、施設運用計画にも大きく影響をきたしている。
【支障事例及び解消策】
事例として、今年度、市では厚生労働省所管の施設である「三豊市豊中町南福祉ふれあいセンター」の有
償譲渡を行う予定だが、鉄骨建造物であれば処分制限期間が47年ということになっており、老朽化建造物
であっても残存算定され、期間相応分の補助金が返還請求されることとなる。企業や自治会などへの売却
活用にあたっては、価格交渉において補助金返還額も考慮しなければならず、市町村が公共施設再配
置計画に基づき、施設の統廃合等の検討を進めるにあたり、財産処分基準中にある「有償譲渡及び有償
貸付を除く」という部分が弊害となり、契約交渉において不利になっている。
【制度改正の必要性】
三豊市では、議会特別委員会での協議やパブリックコメントを経て、平成25年6月に公共施設再配置計画
を策定し、将来維持できる施設量の試算や目標数値、公共施設のあり方や方向性について定めた。
厚生労働省の基準の中にある「有償譲渡及び有償貸付を除く」という部分は、全ての場合にあてはめるの
ではなく、市町村がその計画をもとに適正であると判断して行う財産処分については、地域の特色や自主
性を発揮した地域づくりにつながり、地方分権の一歩になると考えられるため、目的外にはあたらず、特例
として国庫納付を求めない旨の改正を求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【制度改正の必要性】
国土交通省が提唱するコンパクトなまちづくりに向かう中で、住民を中心市街地へと誘導していくと、各地
区に点在する都市公園についても整理の必要が生じるが、人が住まなくなった地区の公園を整理したいと
いう消極的な理由では、都市公園法第１６条の保存規定により、原則として都市公園を廃止することはでき
ないのが現状である。
ついては、都市公園法第１６条の改正を提案する。
【具体的な支障事例】
①旧炭鉱地区における都市公園の取扱
旧炭鉱地区については、２５０mの範囲内に人が住んでいない又は改良住宅の移転集約により近い将来
人が住まなくなる状況であるにも関わらず都市公園の廃止ができず、税金を使って管理し続けることに市
民の理解が得られない。さらに、遊具等がある場合は、事故の懸念もあることから、廃止して更地とする対
応が必要である。
②長期未着手となっている都市公園の取扱
都市計画決定している未開設公園は、土地に都市計画法上の制限がかかっていることから、公園以外の
土地利用ができず、売却などもできない状況である。
【制度改正によって生じる懸念に対する方策】
都市公園を廃止した場合、都市景観や都市環境の悪化が懸念されるが、旧炭鉱地区においては、人が
住まなくなった中に公園だけが残るという状況であり、景観や環境が悪化するといった議論をするレベル
ではない。
また、本市においては、一人当たり都市公園等面積が４０．２５㎡／人と全国平均を大きく上回っており、現
に市民が居住している地区において、避難場所としての都市公園は確保されていることから、災害時の避
難場所が確保できないといった問題は生じないと考えられる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市公園法第１６条 都市公園の保存規定の
弾力化

都市公園法第１６条第１項に、第４号として「都市計画法
第１８条の２第１項の規定による市町村の都市計画に関
する基本的な方針に定められている場合」を加える。
「市町村の都市計画に関する基本的な方針」いわゆる
「都市計画マスタープラン」は、都市計画法第６条の２に
定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」に
即すこととなっており、策定にあたっては都道府県との協
議の機会がある。また、同法第１８条の２第２項には、「市
町村は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、公
聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措
置を講ずるものとする。」の規定があり、住民の意見を反
映する機会も設けられていることから、「都市計画マス
タープラン」で定められた場合に限っての廃止は、地域
住民の意向がまちづくりに反映された結果となる。

H26 117 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 芦別市
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－ － － － － －

－ － － － － －

【国土交通省】太陽電池発電施設の都市公園占用の取扱い及び都市
公園の保存規定の取扱いについて（平成28年8月3日付け国土交通省
都市局公園緑地・景観課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_117

６　【国土交通省】
（７）都市公園法（昭31法79）
（ⅰ）公園管理者である地方公共団体が、都市の集約化等の地域の実情に応じ、都市公園を
廃止することが都市公園を存続させることと比較し公益上より重要であると、客観性を確保しつ
つ慎重に判断した場合については、都市公園の廃止に係る「公益上特別の必要がある場合」
（16条１号）に該当し廃止できることを明確化し、地方公共団体に通知する。
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H26 120 02_農業・農
地

都道府県 静岡県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法附則第２項 ２haを超え４ha以下の農
地に係る転用許可等に
係る農林水産大臣との協
議の廃止

農地法附則第２項により都道府県知事に義務付けられて
いる、２haを超え４ha以下の農地転用許可等に係る農林
水産大臣協議の廃止

【提案の背景】
農地転用に当たっては、農地面積が４ha以下の場合は知事（又は権限移譲市長）が許可権限を有してい
るが、２haの農地転用については、農林水産大臣との協議が必要となっている。政府においては、平成25
年12月20日に「事務・権限の移譲等に関する見直し方針」を閣議決定し、この中で、農地転用許可制度に
ついて、平成26年を目途として、農地確保の施策のあり方等とともに、農地転用事務の実施主体や国の関
与等のあり方について検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとしている。
【制度改正の必要性】
大臣協議が必要な案件の処理には、協議不要の案件に比べ、事前協議等に数カ月以上の期間が加わる
ため、迅速な事務処理に支障を来たしている。例えば、企業立地等の転用需要に対し、開発者の事業展
開のスピードを勘案した迅速な農業上の土地利用調整や許可処分等が必要であるにもかかわらず、行政
間の長期にわたる協議等によって農業振興を含む地域経済の活性化の機会を逃す可能性があることなど
があげられる。大臣協議の廃止により、事前協議が不要となり、迅速な事務処理を行うことが可能となる。
【懸念への対応】
大臣協議の廃止により、大規模な案件に係る適正な農地転用許可事務の運用の確保が課題となるが、農
地転用許可事務は、法令化された許可基準に従って処理するものであり地方自治体においても公平かつ
厳格な運用の確保は可能である。なお、本県では、優良な農地を確保、保全するとともに、農地法に基づ
く農地転用許可制度を適正に運用するなど、県土の合理的な土地利用の推進に努めている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 122 09_土木・建
築

都道府県 石川県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

社会資本整備総合交付金交付
要綱附属第Ⅱ編
「特定構造物改築事業」

河川管理施設長寿命化
対策（特定構造物改築事
業）の制度拡充について

今後４０年間に必要となる延命化措置及び改築の合計事
業費が４億円未満の河川管理施設についても、交付対
象とする

【制度改正の経緯】
社会資本整備総合交付金の特定構造物改築事業については、地方公共団体が実施する水門、ポンプ設
備等の河川管理施設の長寿命化対策工事に対して交付する事業であり、その交付対象は、今後４０年間
に必要となる延命化措置及び改築の合計事業費が概ね４億円以上の施設とされている。
しかしながら、長寿命化対策の重要度、優先度は、事業費の多寡で決めるべきではなく、施設の老朽度合
い、施設の動作不良による周辺の人家・資産等への影響も勘案するなど、地域の実情に応じて決めるべ
きものである。

【支障事例】
石川県には、県管理の堰や水門などの河川管理施設２１施設あるが、交付金の対象となるのは５施設の
みであり、交付金を活用できないため対策が遅れているその他の１６施設においては、今後の河川管理施
設の老朽化が進行することとなる。
さらに、長寿命化対策を実施できない１６施設のうち、今後２０年間で、約６割の施設が建設後４０年のライ
フサイクルタイムを超える施設となり、老朽化が更に進行することとなる。
これら老朽化の影響により、洪水時等の緊急時に動作不良等が生じ、施設機能を発揮できずに、浸水被
害が発生する恐れがある。

【懸念の解消策】
こうしたことから、事業の多寡にかかわらず地域の実情に応じ、自治体において効果的・効率的に河川管
理施設の長寿命化対策を進めていけるよう、交付対象の事業費要件をなくすことが必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 123 03_医療・福
祉

都道府県 石川県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療法第４６条の３
Ｓ６１．６．２６厚生省健康政策局
長通知「医療法人制度の改正及
び都道府県医療審議会につい
て」

医療法人の理事長の医
師要件の撤廃に向けた
特例認可制度の廃止

医療法人の理事長は、原則医師又は歯科医師がなるこ
ととされており、非医師が理事長となる場合には県知事の
認可が必要とされているが、医療機関の管理者は医師で
あり、理事長が医師である必要がないため、理事長の医
師要件の撤廃に向けて医療法人の理事長の特例認可
制度を廃止する。

【制度改正の経緯・支障事例】
医療法第４６条の３により、医療法人の理事長は、原則、医師又は歯科医師がなることとされ、非医師が理
事長となる場合には知事の認可が必要である。
Ｓ６１．６．２６厚生省健康政策局長通知により、知事の認可は、理事長が死亡等により、理事長の職務を継
続することが不可能になった際、その子女が医科又は歯科大学在学中か、又は卒業後、臨床研修等を終
えるまでの間、医師又は歯科医師でない配偶者等が理事長に就任しようとする場合等に行われるが、医
師又は歯科医師の跡継ぎがいないため事業承継ができず、廃業しなければならないことがある。
【懸念の解消策】
しかし、医療法人が開設する医療機関の管理者は医師でなければならないこと、医療法人の業務は社団
たる医療法人は社員総会、財団たる医療法人は評議会及び理事会の議決を経て決定しており、理事長
が独断で行うことができないこと、医療法第６３条以下において、法令違反、運営不適正等があった場合に
おける医療法人の監督権限が都道府県に与えられていることから、理事長が非医師であっても、医療提
供上の問題はない。また、医療費抑制が求められる中、医療機関の経営効率化の推進が必要であり、経
営経験豊かな人材を意思決定に生かす仕組みとすることが重要であるため、理事長の医師要件の撤廃に
向けて医療法人の理事長の特例認可制度を廃止すべき。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【提案の背景】
農地転用に当たっては、農地面積が４haを超える場合は農林水産大臣、４ha以下の場合は知事が許可権
限を有している。これについて、政府においては、平成25年12月20日に「事務・権限の移譲等に関する見
直し方針」を閣議決定し、この中で、農地転用許可制度については、平成26年を目途として、農地確保の
施策のあり方等とともに、農地転用事務の実施主体や国の関与等のあり方について検討を行い、その結
果に基づいて必要な措置を講ずることとしている。
【制度改正の必要性】
大臣許可案件の処理には、知事許可に比べ、事前協議等に数カ月以上の期間が加わるため、迅速な事
務処理に支障を来たしている。例えば、企業立地等の転用需要に対し、開発者の事業展開のスピードを
勘案した迅速な農業上の土地利用調整や許可処分等が必要であるにもかかわらず、行政間の長期にわ
たる協議等によって農業振興を含む地域経済の活性化の機会を逃す可能性があることなどがあげられ
る。大臣の許可権限を知事に移譲することにより、事前協議が不要となり、迅速な事務処理を行うことが可
能となる。
【懸念への対応】
大臣許可権限の知事への移譲により、大規模な案件に係る適正な農地転用許可事務の運用の確保が課
題となるが、農地転用許可事務は、法令化された許可基準に従って処理するものであり地方自治体にお
いても公平かつ厳格な運用の確保は可能である。なお、本県では、優良な農地を確保、保全するととも
に、農地法に基づく農地転用許可制度を適正に運用するなど、県土の合理的な土地利用の推進に努め
ている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 A　権限
移譲

農地法第４条、第５条 ４haを超える農地に係る
転用許可権限の移譲

農地法第４条又は第５条に基づく農地の転用許可権限
のうち、農地面積が４haを超えるものに係る農林水産大
臣の許可権限の都道府県知事への移譲

H26 121 02_農業・農
地

都道府県 静岡県
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

－ － － － － －

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 124 02_農業・農
地

町 松前町 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法第4条第2項、第5条第2
項

転用許可基準の条例委
任

農地法第４条及び第５条を改正し、地域の実情に合った
許可基準を設定できるよう条例委任すること。

現在、少子高齢化や財源状況の悪化など、多くの問題が全国的に表面化し、基礎自治体が疲弊している
状況である。
そのようななか、総務省の地域力創造グループでは、本格的な地方分権改革の時代のなかで、地域の元
気を創造し活性化するための施策を実施しているが、自立した地域を目指すためには、基礎自治体の判
断で土地利用の誘導を行うことも必要である。
土地利用はまちづくりの基本であり、地域の実情や住民ニーズを反映しながら、よりよいまちづくりを展開
するため、優良農地をどのように守り、どのように有効活用していくのかという判断については、地域の実
情を一番理解している基礎自治体の責任において行うべきである。
しかし、現行制度では、大臣や知事の許可になっており、地方分権を進めるうえでの阻害要因になるととも
に、迅速性にも欠けている状況である。
地域の経済や住民の生活を考慮しながら、よりよい土地利用を進めることは、地方分権を進めるうえで重
要な施策の一つであり、それを担うのは基礎自治体である。
そのため、地域の実情にあった許可基準を設定できるよう、農地法第４条及び第５条の改正を求める。
【支障事例１】
片側２車線の町道が完成し、分断線としては認められたが、「特別な施設の立地条件を必要とする施設」
で規定している「流通業務施設」「休憩所」「給油所」等の施設については、国、県道ではないということで
認められていない。
【支障事例２】
自治体が設置する地域のコミュニティ施設や消防団の施設等、公共性の高い施設にも、同様の立地条件
が適用されるため地域が要望する場所に設置できない例があった。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 126 03_医療・福
祉

都道府県 富山県 厚生労働省 A　権限
移譲

薬事法第14条第1項、同条第9
項、同法第81条、薬事法施行令
第80条第2項第5号
（承認基準）「かぜ薬の製造(輸
入)承認基準」S45.9.30薬発第
842号ほか14通知
（地方承認の範囲）「薬事法施
行令第八十条第二項第五号に
基づき厚生労働大臣が指定す
る医薬品の種類等」S45.10.19厚
生省告示第366号
（一般用漢方製剤）H24.8.30薬
食審査発0830第1号
（新範囲医薬部外品）H21.2.6厚
労省告示第25号、H16.7.16薬
食発第0716002号、H20.11.14
薬食発第1114001号

医薬品製造販売等の地
方承認権限の範囲拡大

①承認基準の範囲内であるが地方委任の対象外とされ
ている一般用医薬品
②承認基準が制定されている一般用漢方製剤
③新範囲医薬部外品(平成16年4月に医薬品から医薬部
外品に移行された整腸剤、殺菌消毒薬等)の承認権限
を、順次都道府県知事に移譲すること

【経緯】国は、かぜ薬等１５薬効群の一般用医薬品の製造販売に係る承認審査について、配合可能な成
分やその配合量を定めた承認基準を策定している。医薬品の承認は薬事法第14条第１項の規定により厚
生労働大臣が行うが、画一的な審査ができる範囲の医薬品については、同法第81条、同施行令第80条
第2項第5号の規定により、その権限が都道府県知事に移譲されている。この知事承認の範囲(厚生省告
示第366号)の大部分は承認基準の範囲と一致しているが、生薬のみからなる製剤など一部が除外されて
いる。
このような状況から、本県が平成20年の構造改革特区(第14次)の中で、知事承認範囲の拡大を提案した
結果、一部について地方に権限が移譲されたが、未だ知事承認の対象外のものが存在する。
また、一般用漢方製剤についても承認基準が制定されているが、国が承認審査を行っているほか、新範
囲医薬部外品についても国承認とされている。
【必要性】地方委任の対象から除外されている部分を順次見直し、知事の権限で承認する範囲を拡大す
ることで、地方による迅速な審査、新製品の早期上市による経済の活性化が期待できる。(大臣承認の標
準的事務処理期間が10カ月のところ、富山県知事承認の事務処理期間は4カ月)
【具体的支障事例】現在、大臣権限の一般用医薬品の承認には長期の事務処理期間を要しており、業界
からは地方承認の範囲拡大による審査の迅速化を求める声も聞こえている。
【懸念とその解消法】新たに地方に移譲される部分の審査事務については、県ごとの事情により円滑な審
査が難しい懸念も考えられるが、審査要領の整備や審査担当者の研修の実施などにより解消できると考
える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 127 09_土木・建
築

都道府県 富山県 国土交通省 対象外 特定多目的ダム法
第２条第１項、第21条、第22条

ダム使用権の貸与及び
一時転用

ダム使用権について、本来の特定用途に供するまでの
間、第三者に貸与するとともに、特定用途以外の他用途
への一時転用を可能とする。

【規制緩和の必要性】
富山県では、国直轄の多目的ダム（宇奈月ダム）を水源とする水道用水供給事業（東部水道用水供給事
業）を実施するため、特定多目的ダム法第17条の規定によるダム使用権の設定を受けている。
しかしながら、受水団体における水需要の伸び悩みから、浄水場等の専用施設の建設を見合わせてお
り、現在のところ、ダム使用権は未利用となっているとともに、取水に係る水利権の許可（河川法第23条）
申請をしていないところである。
特定多目的ダム法では、第21条、第22条の規定においてダム使用権の第三者への貸与が認められてお
らず、また、同法第２条第１項の規定によりダムの用途が発電、水道、工業用水に限定されていることから、
現行制度上は、水道用水としての水需要が発生するまでの一時的な貸与、他用途への転用（例：修景、
消流雪、地下水涵養、防火、発電等）ができない状況である。
県において多大な投資をして確保した水資源を有効に利活用する観点から、こうした規制を緩和し、ダム
使用権の第三者への貸与及び特定用途以外の他用途への一時転用を可能とすることは有意義と考え
る。

－

H26 128 11_その他 都道府県 岩手県 内閣府（消
費者庁）

B　地方
に対する
規制緩和

地方消費者行政活性化基金管
理運営要領第２（４）③

地方消費者行政活性化
基金の活用要件に係る
義務付けの廃止

H27年度以降の基金活用の要件から「自主財源化計画
の策定」を撤廃すること。

【制度改正の必要性】
地方公共団体の事業予算については、単年度ごとに財政状況、施策の優先順位等を勘案し、議会の議
決を経て措置されているものであることから、基金活用後において、それまで基金の活用により充実・強化
した地方消費者行政の体制について維持・充実を求めている「自主財源化計画」の策定を基金等活用の
要件とすることは、財源措置を要望する地方公共団体に対し不当な義務付けをするものである。仮に要件
を定めるとすれば、基金活用期間の消費者行政の活性化の方針等を示す地方公共団体の計画の策定と
すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

４【厚生労働省】
（８）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭35法145）
医薬品及び医薬部外品の承認（14条１項）については、以下の承認基準を見直し、都道府県
知事の事務・権限とする品目等を拡大する。
（ⅰ）一般用医薬品のうち、かぜ薬等４薬効群の承認基準
（ⅱ）医薬部外品のうち、薬用歯みがき類等５種類の承認基準

【厚生労働省】医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確
保等に関する法律施行令第80条第２項第５号の規定に基づき厚生労
働大臣が指定する医薬品の種類等の一部を改正する件及び都道府
県知事の承認に係る医薬部外品の一部を改正する件について（平成
27年3月25日付け厚生労働省医薬食品局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_126

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 129 11_その他 都道府県 岩手県 内閣府（消
費者庁）

B　地方
に対する
規制緩和

地方消費者行政活性化基金管
理運営要領別添２第２（１）

地方消費者行政活性化
基金の特例適用要件に
係る義務付けの廃止

基金等活用期間延長の特例の適用要件とされている「基
金等活用経過後においても地方公共団体の取組として
基金等を活用して整備した体制を維持・強化することを、
平成25年度から毎年度首長が施政方針演説等で対外
的に表明すること」を撤廃すること。

【制度改正の必要性】
基金等活用期間を延長するための特例要件である首長表明は、地方公共団体に対する不当な義務付け
である。要件については、消費者行政に係る事業について予算化することが、地方公共団体の十分な意
思表明になると考えられる。仮に要件を定めるとすれば、消費者行政の活性化の方針等を示す地方公共
団体の計画の策定や地方公共団体の総合計画又は個別計画で「消費者行政の維持・充実を定めること」
等に止めるべきである。
【支障事例】
本県においては、特例適用を希望したものの、首長が平成25年度末に改選されたため、首長表明を行う
機会がなかった市町村があったほか、以下のとおり要件に該当しないと判断された事例があること。
①消費者の安全と安心を確保するため、啓発活動に継続的に取り組んで参ります。（「啓発活動」は「消費
者行政」の一部分。「啓発活動」が「消費者行政」であれば要件クリア）
②消費者行政については、・・・出前講座の開催や情報提供など積極的に推進して参ります。（「基金活用
後」に当たる文言なし。「これからも」「継続的に」等が加われば要件クリア）〕

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 130 07_産業振
興

都道府県 岩手県 環境省 B　地方
に対する
規制緩和

再生可能エネルギー等導入地
方公共団体支援基金事業及び
災害等廃棄物処理基金事業実
施要領
再生可能エネルギー導入地方
公共団体支援基金事業実施要
領

再生可能エネルギー導
入地方公共団体支援基
金事業に係る対象事業
の要件緩和

被災県（青森県、岩手県、宮城県、仙台市、秋田県、山
形県、福島県、茨城県）を対象とした上記基金事業の対
象について、被災県以外を対象とする「再生可能エネル
ギー等導入推進基金事業」と同様に「省エネ設備」も対
象とするよう要件緩和すること。

【制度改正の必要性】
平成23年度に被災県を対象とする、災害時に最低限必要となる電気又は熱の供給のための再生可能エ
ネルギー設備を防災拠点へ設置する事業として創設。
その後、被災県以外の都道府県にも展開され、平成25年度からの実施県等においては、被災県に認めら
れていない①高効率照明（屋内高所照明を除く）、②高効率空調にも補助率2/3（民間施設は1/3）が適
用されている。
被災県に対しても、必要最低限の再エネ設備導入のみならず、今後の避難所等設備の維持の面から省
エネ設備の導入を認めるよう、対象設備の拡大を求めるもの。
【支障事例】
①EMS（エネルギーマネジメントシステム）関連設備、発電量等表示装置、電気自動車等の事業対象化を
求められているが、これらは直接発電・発熱に寄与しないことから対象外とされており、市町村から事業対
象化を求められている。
②屋外高所照明のうち、水銀灯からLED等の高効率照明への更新は対象となっている一方、ハロゲン灯
など水銀灯以外の照明からの更新は対象外となっている。多くの市町村では、避難所として体育館を指定
しており、現状が水銀灯以外の場合であっても、高効率照明に更新することが可能となるよう、対象拡大を
望んでいる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 131 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 岩手県 農林水産省
（林野庁）

A　権限
移譲

森林法第26条、第26条の2 林野庁以外が所管する
国有保安林（重要流域の
1号～3号保安林は除く）
の指定の解除権限の都
道府県知事への移譲

国が所有者である保安林（国有保安林）の指定の解除権
限は農林水産大臣にあるが、都道府県知事に指定の解
除権限がある民有保安林（重要流域の１号～３号保安林
以外の保安林）を道路等の事業用地として林野庁以外
の国の機関が買収し、国有保安林とした場合、その林野
庁以外が所管する国有保安林の指定の解除権限を都道
府県知事に移譲する。

【制度改正の必要性】
知事権限（森林法第26条の2）で解除できる民有保安林が、国が買収することにより大臣権限（森林法第
26条）で解除する国有保安林となり、知事権限で解除事務を行うより時間を要している。
国（林野庁以外）で民有保安林を買収するのは、道路等の事業用地とする場合であり、特に東日本大震
災からの復興に係る事業を行うにあたり、速やかな保安林の指定の解除が求められている。
【現行制度の事務の流れ】
①知事権限の場合
「申請→県で審査・県報で予定告示→（法定期間40日経過後）→直近の県報発行日に県が確定告示」
②大臣権限の場合
「申請→県で審査・林野庁に提出→林野庁で審査・県に予定通知発出→県報で予定告示→（法定期間
40日経過後）→林野庁で官報に確定告示」
【支障事例】
知事権限と比較した場合、大臣権限は解除の確定までに2ヶ月程度多く時間を要している。
（本県の事例数：H24_4件、H25_2件、H26_2件。計8件。）
【提案実現した場合の効果】
林野庁の審査が無くなり、官報確定告示が県報確定告示となることから、2ヵ月程度手続きが短縮となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 132 02_農業・農
地

施行時特
例市

長岡市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第８条第４項、第13条第４
項

農用地利用計画に係る
都道府県との同意・協議
の廃止等

農用地利用計画に係る都道府県の同意を要する協議を
廃止する。

＜概要＞
農用地利用計画の策定・変更については、法律により市町村が定めることとなっているにもかかわらず、都
道府県の同意を要する協議が必要となる。この都道府県の同意を要する協議を一定規模の市町村に限っ
て廃止することにより、農業振興を図りつつ、地域独自の土地利用が迅速に促進されることが可能となるも
の。

＜地域の実情を踏まえた必要性＞
土地利用に係る実質的な権限が市町村に無いことから、地域独自の土地利用を迅速に行うことができず、
地域振興の妨げとなっている。特に人口減少に歯止めがかからない地域経済の現状をみると、地域資本
の集約及び活性化が重要な課題である。一定規模の市町村に限り要件緩和を行うことは、人口急減に直
面する地方の農業振興を図りつつ、国家戦略に基づく、産業の集積の実現による地域振興を図ることが
できる。

＜具体的な支障事例＞
雇用創出及び定住確保のための企業誘致等に支障をきたしている。また、災害に伴う住宅移転等、迅速
に対応したい場合、都道府県の同意・協議の廃止がなされれば、事前相談期間、法定協議期間等が不要
となり、農振除外に要する期間が２ヶ月程度短縮することが可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【消費者庁】
（１）地方消費者行政活性化基金
地方消費者行政に対する国の財政措置の活用期間の特例については、地方公共団体による
消費者行政関係予算の確保等に向けた自主的な取組を促進するための仕組みであり、その
趣旨及び特例の適用を受けるための具体的な表明方法について、地方公共団体に改めて周
知する。

【消費者庁】地方消費者行政に対する国の財政措置の活用機関の特
例について（周知）（平成27年4月28日付け消費者庁消費者教育・地方
協力課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_129

６【環境省】
（７）再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業
既に造成されている基金の範囲内において効率的に事業を執行するため、平成27年度から
高効率照明及び高効率空調の導入を、補助対象に含める。

【環境省】再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業及
び災害等廃棄物処理基金事業実施要領

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_130

４　【農林水産省】
（３）森林法（昭26法249）
（ⅱ）国が事業を実施するに当たり、当該事業実施予定地に保安林が存在する場合には、事
業着手の迅速化に資するよう、速やかに地方公共団体（都道府県の保安林担当部局）に情報
提供を行い、保安林の解除に向けた手続を進めるとともに、当該保安林の解除が完了した後
に用地買収を行うよう事業実施者に対し要請する。

－ － － － － －
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H26 133 02_農業・農
地

施行時特
例市

長岡市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法第４条第３項、第５条第３
項

都道府県農業会議への
諮問の義務付けの廃止

都道府県農業会議への諮問の義務付けを廃止する。 ＜概要＞
一定面積以下の農地転用許可について、都道府県から権限移譲を受けている市町村にあっても、都道
府県農業会議への諮問、答申を受けることが規定されていることから、市町村農業委員会での審議による
「許可」決定から、許可書発行まで２０日以上を要している。

＜都道府県農業会議への諮問の義務付けの廃止等の必要性＞
都道府県農業会議への諮問の義務付けを廃止することにより、申請から許可までの期間が短縮され、迅
速な手続きが可能となる。

＜具体的な支障事例＞
豪雪地という地域特性から、転用事業のための工事期間は降雪時期を除かなければならない。許可まで
の日数を要することにより、市民に不利益を与える可能性がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 134 02_農業・農
地

施行時特
例市

長岡市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法第３条第２項、農地法施
行規則第２条、農地法第2条第3
項の解釈基準を示した、農林水
産事務次官通知「農地法関係
事務に係る処理基準」（平成12
年6月1日付12構改B第404号）

中山間地域における「農
業生産法人要件」の緩和

農業生産法人の要件である「その法人の主たる事業が農
業であること」の判断基準を「農業の売上高が法人事業
全体の過半を占めること」と定めた、農林水産事務次官
通知「農地法関係事務に係る処理基準」の当該箇所を
撤廃する。

＜概要＞
「農業生産法人」の要件は、農地法で「主たる事業が農業であること」と定められている。その解釈につい
ては、農林水産事務次官通知「農地法関係事務に係る処理基準」で｢農業に係る売上高が事業全体の売
上高の過半を占めていること」とされているが、中山間地域に限り、経営多角化を促し雇用確保と地域経
営の安定持続への寄与を図る観点から「売上高の過半要件」を撤廃するもの。

＜支障事例・必要性＞
大規模資本企業の農業参入に歯止めをかけるための「農業売上高の過半要件」が、一般的に経営基盤
が脆弱である中山間地域の既存の農業生産法人にとって、経営安定や多角化の阻害要因となる場合が
ある。中山間地域の農家が安定経営のため法人化し事業拡大する場合、農業生産だけではなく、複合的
で多角的な経営が求められる。農業外収入が過半を超えると農業生産法人の要件を満たさなくなる現行
基準下では、自立した産業として当然求められる、経営多角化が制限されることから規制緩和が必要。

＜効果＞
中山間地域での規制緩和により、農業生産法人が農業生産のみならず全国の中山間地域共通課題であ
る独居老人への給食サービス、買物代行やバス運行、除雪などの事業を総合的に担うことが可能になる。
そのような、農業外収入が事業全体の過半を占めるような法人育成と、コミュニティビジネスとして地域経
営を持続させていくことが人口減少問題や活性化などの諸問題解決において有効な手段であると考え
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 135 11_その他 施行時特
例市

長岡市 総務省 対象外 地方税法第22条 税情報を福祉目的の給
付等に活用できるような
法整備

「臨時福祉給付金」のような課税状況を基準とする給付
施策等を実施する場合、地方税法第22条の規定を回避
できるような条項を盛り込んだ法律の整備

＜支障事例＞
地方税法第22条の規定には税情報の「窃用」に対する罰則が規定されており、これは、地方において「個
人情報保護審議会」など、あらゆる手段を講じたとしても免れ得ないものと解釈されている。
このたびの「臨時福祉給付金」では、住民税の「非課税」が根幹的要件となっており、対象者に漏れなく通
知案内するためには、課税データを活用することが必要不可欠であったため、住民税担当課が、非課税
者宛てに特別に送付する「非課税のお知らせ」に、「給付金」の申請書を同封するという「窮余の策」で対
応することしたが、税担当課との連携などやりにくいところがあった。

＜解決策＞
「控除」から「給付」へという流れにより、今後もこのような給付施策が増加していくことが予想される中、地
方税法第22条に抵触しないような税情報の活用が可能となる法整備を要望する。
「国民健康保険法」や「介護保険法」などにおいては、「収入の状況等の文書の閲覧や資料の提供要求」
が本法に規定されていることで税情報の活用が可能となっているが、給付施策のたびに特別な立法措置
を行うことは、今回と同様、時間的な制約などで立法できないことが想定されるため、汎用的な立法措置が
必要と考える。

－

H26 136 03_医療・福
祉

施行時特
例市

長岡市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準（厚生
労働省令第63号）第10条第3項

放課後児童健全育成事
業の設備及び運営に関
する基準の「職員」基準
の緩和

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基
準（厚生労働省令）で定める「職員」基準（従うべき基準）
ついて、市町村の放課後児童健全育成事業の実情に応
じた運用を可能とするよう「従うべき基準」の緩和を望む。

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令）の「職員」基準において、放課
後児童支援員については、当該基準第10条第３項の規定に該当し、都道府県が実施する研修を修了し
た者と定義された。
 「従うべき基準」として規定された「職員」基準が、長岡市において支障が生じることから、長岡市の実情に
応じた運用が可能となるよう別紙のとおり緩和を望む。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

６　【農林水産省】
（５）農地法（昭27法229）
（ⅰ）農業生産法人の事業要件のうち法人の主たる事業である農業に関連する事業（２条３項
１号）については、自己の生産した農畜産物を原料又は材料の一部として使用する給食及び
宅配の事業が含まれることを明確化し、地方公共団体に通知する。

【農林水産省】農地法関係事務に係る処理基準の一部改正について
（平成27年3月18日付け農林水産事務次官通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_134

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 139 03_医療・福
祉

都道府県 埼玉県、福井
県、静岡県、愛
知県、奈良県、
兵庫県、鳥取
県、全国知事会

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療法第30条の４第６項、第７
項
医療法施行令第５条の２第１
項、第５条の３第１項
医療法施行規則第30条の31第
１項、第30条の32

特例により病床の新設・
増床ができる事情の基準
の緩和

医療法30条の４第６項の規定に基づき医療法施行令５条
の２で定める基準病床数の算定の特例が認められる事
情を、都道府県知事が医療計画を達成するため特に必
要と認める場合について、特例措置の対象とすべき。
医療法30条の４第７項の規定に基づき同施行令第５条の
３で定める基準病床数の特例が認められる事情について
も同じ。

【現状】
現在、基準病床数については国の定める基準に従い算定しているが、地方ブロックごとに同一の数値を
用いており、ブロック内の都道府県の人口規模や医療資源の配置状況等の違いが反映されない仕組みと
なっている。基準病床数算定の特例措置の規定はあるが、都道府県知事の裁量の範囲は極めて限定的
である。
例えば、既存病床数が基準病床数を超過している二次医療圏でも、当該圏域の医療実情が療養病床が
多く一般病床が少ない(既存病床数の4割が療養病床であるような圏域)、あるいは中小病院が多く（高度）
急性期医療を提供できる医療機関が少ない（病院数が少ないうえに病床数が多い病院でも250床というよ
うな圏域、30病院中500床以上の大規模病院が3病院で、うち１病院はがんの高度専門病院というような圏
域）などの状況にある場合、当該圏域にある病院を療養病床から一般病床（高度急性期機能）に転換させ
ることや中小病院を統合することは事実上不可能であり、いつまでも状況を改善できない。
【制度改正の必要性】
地域の実情に精通した都道府県において、知事が、医療計画にそって、地域社会に求められる医療機能
を整備しようとするものについて、特に必要があると認める場合について、特例措置の対象にできるように
すべき。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 140 03_医療・福
祉

都道府県 埼玉県、福井
県、三重県、全
国知事会

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療法第30条の４第８項
医療法施行規則第30条の32の
２第１項

特例により病床の新設・
増床ができる病床の種別
の基準の緩和

医療法第30条の４第８項の規定に基づき医療法施行規
則30条の32の２第１項で定める病床を、参酌すべき基準
とし、地域の実情に応じて外国人患者の受け入れ体制を
整備できるように条例で基準を定めることができるように
すべき。

【現状】
在留外国人にとって、日本語や英語が通じないことによる生活面での不安は大きいと考えられ、特に、安
心して受けられる医療体制の確保は重要である。特に多くの在留外国人が暮らしている都道府県（例え
ば、在留外国人が約4万人、外国人労働者数が約２万人という県がある。）においては喫緊の課題となって
いる。
一方で、医療機関においては、経験上、診療面でのトラブル、未収金といった問題があることから、外国人
患者の受入れに必ずしも積極的でない面がある。
【制度改正の必要性】
医療機関における外国人患者の受入体制の整備を促進するためには、関係者のコンセンサスを得なが
ら、都道府県として必要な支援をしていくことが必要となる。
その具体的な取組として、例えば、外国人患者受入れ医療機関認証制度等の認証を受けた医療機関に
対する病床規制の緩和が必要である。
よって、医療法施行規則30条の32の２第1項で定める病床を参酌すべき基準とし、地域の実情に応じて外
国人患者の受け入れ体制を整備できるように条例で基準を定めることができるようにすべき。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 138 02_農業・農
地

全国知事
会・全国
市長会・
全国町村
会

全国知事会、全
国市長会、全国
町村会

農林水産省 A　権限
移譲

農振法第３条の２、第４条、第５
条の２、第５条の３、第８条、農地
法第４条、第５条、附則第２項、
農業委員会等に関する法律第
12条

農地制度のあり方につい
て

・農地の確保に資する国・地方の施策の充実
・農地の総量確保の目標管理
・農地転用許可制度・農用地区域設定制度の見直し

〔基本的認識と改革の方向性〕
○真に守るべき農地を確保する必要性は国・地方共通の認識
○地方が主体となり、農地を確保しつつ、都市・農村を通じた総合的なまちづくりを推進
→国、都道府県、市町村が責任を共有し、実効性ある農地の総量確保の仕組みを構築するとともに、個
別の農地転用許可等は、市町村が担うべき
〔見直しの方向性〕
 ○農地の総量確保（マクロ管理）の仕組みを充実
・市町村が主体的に設定した目標の積上げを基本とし、国、都道府県、市町村が議論を尽くした上で国の
総量確保目標を設定（国と地方の議論が実質的に機能する枠組みを設置）（地域の実情により、必要に応
じて、都道府県は広域的な調整を実施）
・地方では新たに市町村計画において確保すべき農用地等の面積目標を明記（現行は、面積目標の設
定は国・都道府県のみ）
耕作放棄地の発生抑制・再生など施策効果ごとに目標設定
目標管理に係る実行計画の実施状況等を第三者機関が事後評価
○農地転用許可制度等（ミクロ管理）の見直し
・農地転用許可等について、大臣許可・協議を廃止し、土地利用行政を総合的に担っていく観点から市
町村に移譲
・その際、必要に応じて転用基準の更なる明確化等
・市町村農業委員会選任委員の学識経験者の比率を高めることを可能とする
・都道府県農業会議への意見聴取は、一律の義務付けを廃止（地域の実情を踏まえ、必要に応じて聴
取）
 ○農地において農業が力強く営まれるための取組を充実
国は制度の枠組みづくりを行い、地方は農地中間管理機構の活用をはじめ、担い手への農地の集積・集
約化や耕作放棄地対策等の具体の施策を推進
※別紙参照

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【厚生労働省】
（３）医療法（昭23法205）
（ⅰ）医療計画に定める基準病床数制度（30条の４第２項12号）については、都道府県におけ
る地域医療構想の策定・運用状況を共有しつつ、今後の医療需要の増大や地域ごとに異なる
実情を踏まえた医療提供体制の在り方について検討を進める。

【厚生労働省】医療計画について（平成29年3月31日付け厚生労働省
医政局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_139

６【厚生労働省】
（３）医療法（昭23法205）
（ⅰ）医療計画に定める基準病床数制度（30条の４第２項12号）については、都道府県におけ
る地域医療構想の策定・運用状況を共有しつつ、今後の医療需要の増大や地域ごとに異なる
実情を踏まえた医療提供体制の在り方について検討を進める。

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 141 02_農業・農
地

都道府県 北海道、青森
県、山形県、群
馬県、石川県、
福井県、静岡
県、愛知県、三
重県、奈良県、
鳥取県、岡山
県、山口県、徳
島県、熊本県、
全国知事会

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第３条第４号
農業振興地域の整備に関する
法律施行規則第１条
農林水産省関係国家戦略特別
区域法第26条に規定する政令
等規制事業に係る省令の特例
に関する措置を定める命令

農用地区域内への農家
レストランの設置に係る基
準の緩和

農家レストランを農業振興地域の整備に関する法律第3
条第4号及び同法施行規則第1条に定める農業用施設と
位置づけ、農用地区域内において農家レストランの設置
を可能とすべき。

【具体的な支障事例】現在、農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律第8条第2項に定める農用地
区域をいう。以下同じ）内においては、農家レストランは国家戦略特別区域内においては農業用施設と認
められているが、それ以外の地域では認められていないため、設置することができない。
このため、果樹園や観光農園等を経営する農業生産法人が、経営強化・集客増及び都市等との地域間
交流を図って農家レストランを開設することを検討したものの、その候補となる土地が農用地区域内であ
り、必要な要件に該当しないため当該土地を農用地区域から除外することができず、実現できていないな
ど、農家の事業拡大の支障となる事例が出てきている。
【制度改正の必要性】「農林水産業・地域の活力創造プラン」では、『経営感覚を持ち自らの判断で消費
者・実需者ニーズの変化等に対応する「チャレンジする農林水産業経営者」が活躍できる環境を整備し、
その潜在力を発揮させることによって、ＩＣＴ等も活用し、６次産業化や輸出促進をはじめ、付加価値を高
める新商品の開発や国内外の市場における需要開拓などを進める』こととしている。
農家レストランは、生産現場と隣接する最適地に立地することで、生産・加工・販売・観光等が一体化し、
都市と農村の交流による農村の活性化、農村の雇用確保、農業者の所得の向上及び経営基盤の強化に
繋がるものと期待できる。
「農林水産業・地域の活力創造プラン」の実現に資するよう、国家戦略特別区域外においても、農家レスト
ランの農用地区域内への設置を認めるよう、規制を緩和するべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 142 02_農業・農
地

施行時特
例市

佐賀市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律施行規則第４条の４第１項
第２７号

農業振興地域の整備に
関する法律施行規則第４
条の４第１項第２７号に基
づく計画（２７号計画）の
要件緩和

「地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（２７
号計画）」について、現行の“直接農業の振興を図るも
の”だけではなく、“（間接的に）農業の振興を図るもの”
や、“地域振興を図るもの”にも適用を拡げられるなど地
方の実情に応じた弾力的な運用を可能とすること。

【支障】
佐賀市における新工業団地開発は、平成１８年の新工業団地の適地調査に始まり、平成２１年には地元
の同意のもと候補地を決定した。以降、庁内における検討会議や佐賀県及び九州農政局等との十数回に
及ぶ協議を重ねてきた。
当初の計画では、平成２２年に用地買収に着手し、平成２５年には分譲開始という予定であったが、平成２
１年の農地法等の一部改正により、２７号計画が「直接的な農業の振興」に限定され、当初認められていた
農地の流動化を目的とした工業団地の開発が認められなくなった。そのため、農政局への協議に入ること
すらできず、工業団地の開発に支障をきたしている。
【必要性】
今後の農業振興のためには、農地の流動化を促し、その農地を作業効率の高い大規模区画農地として
担い手に集約することで、農業経営の規模拡大による効率性と生産性の向上を図ることが求められてい
る。
農地の流動化を促進する目的で「農業従事者の就業機会の増大に寄与する施設」として工業団地を開発
し、離農を希望する小規模農家や、担い手への農地集約を希望する兼業農家の就業機会を増大させ、こ
れによって流動化した農地が担い手に集約される。これらにより、本市の農業生産性の向上が図られるこ
とから、農業の振興にも資するものであり、ひいては地域の活性化にも寄与するものである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 143 02_農業・農
地

施行時特
例市

佐賀市 農林水産省 A　権限
移譲

農地法第４条及び第５条 農地転用に係る事務・権
限の市町村への移譲

農地転用に係る国の許可権限を地方公共団体に移譲す
ること。

【支障】
佐賀市における新工業団地開発は、平成１８年の新工業団地の適地調査に始まり、平成２１年には地元
の同意のもと候補地を決定した。以降、庁内における検討会議や佐賀県及び九州農政局等との十数回に
及ぶ協議を重ねてきた。
当初の計画では、平成２２年に用地買収に着手し、平成２５年には分譲開始という予定であったが、平成２
１年の農地法等の一部改正により、農地転用許可要件や、２７号計画で認められる施設の要件が以前より
厳しくなったこともあり、事業着手の手法を見出せない状況となり、未だ用地買収に着手できない状況と
なっている。
本市の平野部分は都市計画区域だけであり、その中で市街化区域内では一団の土地の確保は難しく、
市街化調整区域内の農地しか工業団地の適地が無いというのが実情である。しかし、市街化調整区域の
大規模な農地の開発については、農政局の協議・許可が必要であり、手続が長期化している。そのため、
企業も農地の開発を回避する傾向にあり、実際に佐賀市内に適当な広さ・条件の用地が無いとのことで市
外に流出した企業もある。

【必要性】
農地転用許可権限を市に移譲することにより、本市の構想の下に農業と工業、市街地のバランスある土地
利用が促進され、地域における雇用の確保や企業誘致による自主財源の確保等、地域経済の活性化を
図ることができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 144 11_その他 施行時特
例市

草加市 総務省 対象外 特別交付税に関する省令第３
条、第４条第１号ホ、第５条

特別地方交付税の減額
に対する見直し

国は、自治体職員給与を国の基準に従って定めることを
「是正指導」し、また職員定数においても更なる削減を行
うことを求め、その対応次第で地方交付税を増減すると
いう手法で、自治経営の根幹である行政組織運営に過
剰とも思える関与を行っている。
この関与の見直しをお願いする。本提案は、税制改正に
関する提案であり、国から地方への権限移譲にも規制緩
和にも該当しないため、提案対象外である。

『別紙参照』 －



74 / 528 ページ

URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６　【農林水産省】
（９）農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農家レストランの農用地区域内への設置については、事務・権限の移譲等に関する見直し方
針について（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、国家戦略特別区域制度の下でその活
用事例について、可能な限り速やかに効果を検証し、全国に適用することを検討する。
　なお、地域再生法の一部を改正する法律（平26法128）において、農家レストランを含む六次
産業化に資する施設等の整備について、農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関
する法律における農地転用許可及び農用地区域の変更基準等の特例を措置したところであ
り、当該特例措置について、地方公共団体に周知する。

＜令２＞
【農林水産省】
（12）農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
（ⅰ）耕作又は養畜の業務を営む者が設置し自己の生産する農畜産物
等を提供する農家レストランについては、省令を改正し、農業用施設と
して位置付け、農用地区域内での設置を可能とする。
［措置済み（農業振興地域の整備に関する法律施行規則の一部を改正
する省令（令和２年農林水産省令第13号））］

今般、国家戦略特別区域制度の下での活用
事例の検証結果を踏まえ、特区省令と同一の
要件を満たす農家レストランについて、農業
振興地域の整備に関する法律（昭和44年法
律第58号）における農業用施設として位置付
け、全国での設置を可能とするため、農業振
興地域の整備に関する法律施行規則（昭和
44 年農林省令第 45 号）の一部を改正した。

【農林水産省】地域農林水産業振興施設を整備する事業の実施に関
するガイドライン等について（平成27年３月11日付け農林水産省農村
振興局長通知）
【農林水産省】「農業振興地域制度に関するガイドラインの制定につい
て」の一部改正について（平成28年３月30日付け（農林水産省）農村
振興局長通知）
【農林水産省】農業振興地域の整備に関する法律施行規則の一部を
改正する省令（令和2年農林水産省令第13号）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_141

農林水産省農村振興局農村政策部
農村計画課

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 147 11_その他 都道府県 鳥取県、京都府 総務省 A　権限
移譲

情報通信格差是正事業費補助
金交付要綱第20条
無線システム普及支援事業費
等補助金交付要綱第20条

移動通信用鉄塔整備事
業に係る財産処分の届
出受理権限の移譲

情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第２０条（補
足事項）に定める移動通信用鉄塔施設・設備の財産処
分の届出の受理権限を都道府県に移譲する。

当該補助金の財産処分の届出の内容は、移動通信サービス対象地域の拡大や、通信の高速化により地
域住民等利用者の利便性向上を図るための機器更新に係る財産処分の届出がほとんどで、技術的な
チェックを要しないものである。
しかしながら現在は、財産処分に係る届出先が総務省とされているため、都道府県を経由する必要があ
り、都道府県への申請から総務省の届出受理までに概ね２週間程度の時間を要しており、結果として利用
者の利便性向上に時間を要している。（総務省からの届出受理連絡を待って、その旨市町村に通知して
いる）
ついては、届出の受理権限を都道府県に移譲し、申請者（市町村）及び都道府県並びに総務省における
事務手続きの簡素化を図り、事務処理期間の短縮、ひいては利用者の利便性向上を図る必要がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 148 04_雇用・労
働

都道府県 鳥取県、徳島県 厚生労働省 A　権限
移譲

厚生労働省設置法第4条第1項
第54号、第23条、第24条
職業安定法第5条第3号、第8
条、第17条、第18条　等

職業安定法に基づき公
共職業安定所が行う無料
職業紹介事業の都道府
県への移譲

職業安定法に基づき公共職業安定所が行う無料職業紹
介事業を希望する都道府県に移譲する。

【制度改正の必要性】
人口全国最少の鳥取県は、人口将来推計において今後も人口減が見込まれている。人口減少を食い止
める施策の実施は喫緊の課題であり、特に若年層の流出を防ぐため、ハローワークの職業紹介機能を、
単なる就労支援だけでなく、自治体の定住推進策の一つに位置付け、地方のイニシアチブで一体的に運
用していく必要がある。
【支障事例】
現在、無料の職業紹介事業が国の一元管理下（職業安定法第５条第３号）にあり、ハローワークによる職
業紹介では一律にマニュアル化された説明対応や就業指導となっているため、求職者・求人双方の思い
が合致せず、雇用ミスマッチの発生要因となっている。
【効果】
権限移譲によって、次のようなメリットが期待できる。
（１）自治体が進める人口減対策とハローワークの就業支援対策の一体的運用が可能となる。
（２）ハローワークの限られた人員だけではきめ細かな就労支援は不可能であり、自治体のマンパワーを最
大限に生かすことで、地域内での求職者・求人双方の最適なマッチングを実現することが可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 149 04_雇用・労
働

都道府県 鳥取県、徳島県 厚生労働省 A　権限
移譲

雇用保険法第7条、第15条
雇用保険法施行規則第6条、第
7条、第28条の2等

雇用保険法に基づく雇用
保険の適用・認定・給付
等業務の都道府県への
移譲

仮にハローワークの都道府県移管が実現しなかった場
合でも、自治体が設置するふるさとハローワーク等にお
いて雇用保険手続きが行えるよう、雇用保険法に基づく
雇用保険の適用・認定・給付等業務を希望する都道府
県に移譲する。

【制度改正の必要性】
鳥取県では、ハローワークの廃止された境港市、八頭郡について、住民サービスを維持するため、「鳥取
県ふるさとハローワーク」をそれぞれ設置し、職業紹介事業等を継続して実施している。しかしふるさとハ
ローワークでは雇用保険手続ができず、該当者はその都度米子市、鳥取市のハローワークに出向かねば
ならず、利便性を著しく損ね、利用者数も伸び悩んでいる。
今後、地方では人口の激減が予測されており、地域内で雇用保険手続から職業紹介までを完結できる仕
組みを設けることが必要である。
【支障事例】
現在、雇用保険への加入や喪失、失業認定・給付等の手続業務は国の所管（雇用保険法第７条、第１５
条）となっており、自治体が運営するふるさとハローワークでは実施できない。
【効果】
権限移譲によって、ふるさとハローワークのエリア内の事業所及び雇用保険の被保険者は、わざわざ遠方
に出向かないでも手続きが可能となり、ハローワークの本来機能である雇用保険手続と職業紹介の一体
サービスを、地域ごとに格差なく享受できることとなる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 150 06_環境・衛
生

都道府県 鳥取県・大阪府 厚生労働省 A　権限
移譲

水道法施行令第１４条第１項、
第２項

水道事業等（計画給水人
口５万人超の特定水源水
道事業並びに１日最大給
水量が2万５千立方メート
ルを超える水道用水供給
事業）に関する認可等の
権限移譲

水道事業等（計画給水人口５万人超の特定水源水道事
業並びに１日最大給水量が2万５千立方メートルを超える
水道用水供給事業）に関する認可等の権限を、都道府
県に移譲する。

【改正の必要性】
都道府県域で完結する水道事業の認可・指導監督については，事業の規模等により監督官庁を分離す
ることは非効率である。
なお、水利調整の要否が、移譲するか否かの判断基準のひとつとされているが、計画給水人口５万人以
下の水道事業においても水利調整を要するものは存在している。
また、厚生労働省の新水道ビジョン（H25.3策定）では、都道府県は圏域の水道事業者間の調整役として
の役割を果たすことが求められている。
【移譲による効果】
国の認可審査期間は都道府県（本県では水道事業の認可等の標準処理期間は２１日）に比して長期であ
り、指導監督の密度は都道府県に比して小さいことから、衛生対策の迅速化による水道水の安全性確保
や将来にわたる安定供給のための方策等について地域の実情に応じたきめ細やかな指導・監督が可能と
なるよう権限移譲を求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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４【総務省】
（３）移動通信用鉄塔施設整備事業
財産処分の届出受理権限については、都道府県及び市町村の意見を踏まえ、都道府県に移
譲する方向で、権限移譲の対象とする財産処分の範囲等の検討を進め、平成27年中に結論
を得る。

【総務省】情報通信格差是正事業費補助金交付要綱の一部改正につ
いて（通知）（平成29年3月30日付け総務大臣通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_147

４【厚生労働省】
（１）職業安定法（昭22法141）及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（昭60法88）
公共職業安定所（ハローワーク）が行う無料職業紹介事業、地方公共団体が行う無料職業紹
介事業の指導監督並びに国以外の者が行う職業紹介、労働者の募集、労働者供給事業及び
労働者派遣事業の指導監督については、以下の方向性により見直す。
（ⅰ）国と地方公共団体が同一施設内で国の無料職業紹介事業と地方公共団体の業務を一
体的に実施する取組（一体的実施）、「ハローワーク特区」の取組、ハローワークの求人情報を
地方公共団体にオンラインで提供する取組など、ハローワークと地方公共団体との一層の連
携強化の取組を通じ、地方公共団体と一体となった雇用対策をこれまで以上に推進する。
（ⅱ）以上の取組の成果と課題を検証し、その結果等を踏まえ、これらの事務・権限の移譲等
について、引き続き検討・調整を進める。その際には、ＩＬＯ第88号条約との整合性、都道府県
を越えた職業紹介の適切な実施、雇用対策における機動性の担保、保険者の変更等雇用保
険財政の根本に関わる議論等に留意する。
（ⅲ）地方公共団体が行う無料職業紹介事業について、民間とは明確に異なる公的性格を持
つものであり、国に準ずるものとして法律上位置付けるなどの措置を講ずる。
（ⅳ）ハローワークの求職情報を地方公共団体に提供する取組を、平成27年度から開始する。

４【厚生労働省】
（９）雇用保険法（昭49法116）
雇用保険の適用、認定、給付等については、国と地方公共団体が同一施設内で国の無料職
業紹介事業と地方公共団体の業務を一体的に実施する取組（一体的実施）を行う施設におけ
る雇用保険関係業務の実施について、引き続き、地方公共団体の希望を踏まえ、利用者から
十分なニーズが見込める場合には、積極的に取り組む。

４【厚生労働省】
（７）水道法（昭32法177）
以下に掲げる事務・権限（厚生労働省の所管に係るものに限る。）については、広域化等を推
進する水道事業基盤強化計画（仮称）を策定した上で、業務の監視体制を十分に整える都道
府県であって、当該事務・権限の移譲を希望するものに対し、都道府県内で水利調整が完結
する水道事業等（都道府県が経営主体であるものを除く。）を対象に移譲する。
なお、都道府県内で水利調整が完結しない水道用水供給事業から受水する水道事業につい
ては、当該水道用水供給事業との事業統合を行うことを上記計画に盛り込んだ場合には移譲
対象とする。
（以下一部抜粋）
・水道事業の認可（６条１項）
・水道用水供給事業の認可（26条）
・水道事業及び水道用水供給事業に係る報告の徴収及び立入検査（39条１項）
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H26 152 10_運輸・交
通

都道府県 鳥取県、京都
府、大阪府

国土交通省 A　権限
移譲

道路運送法第4条、9条、9条の
2、9条の3、15条

旅客自動車運送事業に
かかる許認可等の権限の
地方運輸局から都道府
県への移譲

２以上の都道府県にまたがる路線を除き、道路運送法に
基づく許認可等の権限を都道府県に移譲する。

【制度改正の必要性】
地方と大都市部では公共交通にかかる諸条件が著しく異なることから、道路運送法に基づく事業者の事
業計画（路線や営業区間など）の変更などについて、地域の実情に応じてより迅速な対応ができる制度と
することで、事業者の負担を軽減し、住民サービスの向上を図る。ただし、2つ以上の都道府県にまたがる
路線については、自治体ごとの対応が異なることも予想されるため、今回は対象外とした。
【効果】
地域の自主性及び自立性を高めることが求められる中、路線や営業区間の変更など旅客自動車運送事
業の許認可等に関する業務について、生活交通ネットワーク計画の作成、地域協議会への参画等により
地域の交通事情・利用者ニーズについて熟知している都道府県が総合的に実施することで、地域住民及
び事業者にとってより身近でかつ迅速な対応が可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 153 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 鳥取県、徳島県 国土交通省 A　権限
移譲

都市計画法第15条第1項第2号 都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針に
関する都市計画の決定
権限に係る市町村への
移譲

都市計画法第15条において、都市計画区域の整備、開
発及び保全の方針に関する都市計画（都市計画法第6
条の2）の策定主体は都道府県とされているが、都市計
画区域が単一の市町村の区域内で完結する場合の策定
権限を市町村へ移譲する。

【制度改正の必要性】
市町村合併を経て、単一の市町村の区域内で完結する都市計画区域が多くなってきており、合併による
市町村の広域化に伴い、これまで以上に市町村の主体性を拡大させ、より地域の実情に沿った都市づくり
を実現していくことができるような制度とする必要がある。
※鳥取県：19都市計画区域のうち、17都市計画区域が単一の市町村の区域内で完結。
上記市町村の広域化を背景として二重行政の解消等の観点で、単一の市町村の区域内で完結する都市
計画区域における都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（以下「都市計画区域マスタープラン」とい
う。）に関する都市計画の策定権限については、「第四次分権一括法」において、単一の市町村の区域を
超える広域的見地からの調整機能や関連制度との整合性が確保される場合、指定都市においては移譲
されることとなった。
これについて、二重行政の解消といった趣旨であることを踏まえると、上記条件を満たすのであれば、指
定都市に限らずその他の市町村においても移譲すべきであるから、単一の市町村の区域内で完結する都
市計画区域においては、マスタープランの策定権限を市町村に移譲して頂きたい。
※都市計画区域マスタープランの策定権限が市町村に移譲された場合、国の関与（都市計画法の手続き
における国協議～同意）が廃止されることからも、より地域の主体性が拡大される。
※市町村が都市計画区域マスタープランと都市計画決定する際、都市計画法１９条３項による県協議が必
要であるため、県の広域的調整は担保される。
【具体的な支障事例】
都道府県が都市計画区域マスタープランを策定する場合は、関係市町村の意見を尊重しながら策定する
こととなるため、特に単一の市町村の区域内で完結する都市計画区域の場合、都市計画区域マスタープ
ランと市町村の都市計画に関する基本的な方針（以下「市町村マスタープラン」という。）とでは、基本的な
方向性はほぼ同文となり、市町村マスタープランに限り地区名、路線名が記載される等具体的な地区にお
ける方向性が記述されるというのが実態である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

「必要性」
 農地転用許可の審査期間の短縮により、農地以外の土地利用計画との調整の迅速化を図ることができ
る。また、農地転用許可事務の効率化により、地域の実情に応じた迅速な調整が可能となる（住民に、より
身近な基礎的自治体において総合的な土地利用の観点からの判断が迅速にできる。）。
 農地転用は、営農条件や周辺の市街地化の状況など許可の可否を判断する基準が明確であり、転用申
請に対して当該農地が許可基準に適合している場合は許可しなければならないものである。
 農業を含む地域経済の活性化のためには、長期にわたる事前調整を廃止して農地転用事務の迅速化を
図り、地域の実情に応じた土地利用調整や許可事務が必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 A　権限
移譲

農地法第4条第1項及び第5項
並びに第5条第1項及び第4項

農地転用の農林水産大
臣及び都道府県知事の
許可権限の市町村への
移譲

4ヘクタールを超える農地転用に係る農地法第4条第1項
及び第5条第1項の農林水産大臣の許可を市町村長の
許可に改め、権限を市町村に移譲する（併せて4ヘク
タール以下の農地転用に係る農地法第4条第1項及び第
5条第1項の知事の許可を市町村長の許可に改め、権限
を市町村へ移譲する。）。

H26 151 02_農業・農
地

都道府県 鳥取県、大阪府
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

４【国土交通省】
（７）地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平19法59）及び道路運送法（昭26法
183）
平成26年11月20日に施行された地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改
正する法律（平26法41）により、地方公共団体が先頭に立って、まちづくりと連携して、持続可
能な公共交通ネットワークを実現するための新たな枠組みが整備されたことを踏まえ、地域公
共交通網形成計画等を作成する意欲のある地方公共団体に対し、計画作成のノウハウや知
識・データを提供し、個別に相談に対応するなど、地域の取組の効果が十分発揮されるよう、
環境整備を進める。

－ － － － －－

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 154 06_環境・衛
生

都道府県 鳥取県 経済産業
省、環境省

A　権限
移譲

特定家庭用機器再商品化法第
14～16条、第27～28条、第47
条、第52～53条

特定家庭用機器再商品
化法に基づく報告・立入
検査・勧告・命令に係る
事務・権限の移譲

特定家庭用機器再商品化法に基づく国の報告・立入検
査・勧告・命令に係る事務・権限を都道府県へ移譲す
る。
なお、各自治体、地域の状況は様々であることから希望
する都道府県の手挙げ方式とする。
権限の移譲を受けた都道府県は、地方自治法に基づく
事務処理特例条例により、希望する市町村に一般廃棄
物処理関係の権限を移譲するものとする。

廃棄物処理法に基づく指導監督や３Ｒ等に関する消費者への啓発等は都道府県・市町村が実施している
一方、各種リサイクル法に基づく事業者への指導監督は国が行っており、一連の施策としての連携が取り
にくい状況にある。
また、国の各府省が共管していることにより、縦割り行政の弊害が生じるおそれがある。
そのため、事業所が一の都道府県の区域内のみにある場合は、報告・立入のほか、指導・助言等の事務・
権限を一体的に都道府県、市町村に移譲することで、事務の効率化を図ることが可能である。
その際、権限に係る事務処理基準、財源、人材等について併せて国から措置することが必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 155 07_産業振
興

都道府県 鳥取県・徳島県 外務省 対象外 出入国管理及び難民認定法第
６条
外務省設置法第４条

ロシア人が日本に上陸す
る時に必要とされている
査証取得に係る規制緩
和

ロシア人が日本に上陸する時に必要とされている査証に
ついて、日本に上陸する場合、旅行会社取扱による団体
旅行者に限り、数次査証の取得（１回の滞在期間は１５日
以内）を可能とする。

・ロシア人観光客を増やし、地域経済の活性化と、訪日外国人の増加に寄与する。
・日本の旅行会社が身元を保証し、ロシアの旅行会社が扱う旅行者を対象とすることで、不法滞在のリスク
を回避する。

・境港にはウラジオストク（ロシア）、東海（韓国）を結ぶ環日本海定期貨客船航路が平成２１年６月に開設
（境港　金曜日９：００入港、土曜日１９：００出港）。
・境港近郊には皆生温泉、大山、鳥取砂丘、松江、出雲など外国人・ロシア人観光客を惹きつける観光資
源が豊富にある。
・同航路による日ロ双方の観光客の増加を見込み、平成２１年１２月にロシアの旅行会社が境港に日本法
人を開設しているが、同航路を利用するロシア人の数は少ない。

・因みにロシアにおいて、港湾を限定し、団体観光参加者に限り７２時間無査証で滞在することが平成２１
年５月から可能になった。

・また、平成２６年１月１日から韓国とロシアの国民は査証なしで最長６０日まで相手国に滞 在できるように
なった。

－

H26 156 05_教育・文
化

都道府県 鳥取県、京都
府、大阪府

文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

高等学校等就学支援金の支給
に関する法律施行規則第８条

高等学校等就学支援金
の受給権者に対する通
知事務の簡素化

高等学校等就学支援金の給付事務のうち都道府県又は
学校設置者から生徒個人に対する通知を、学校が別途
行っている徴収金のお知らせと兼ねることを認めることと
する。（個人ごとの支給額については学校設置者に対す
る一覧の送付とし、受給資格認定通知、支給停止通知な
ど資格に係るものは従前のとおりとする。）

高等学校等就学支援金に係る生徒個人に対する通知は、平成26年度約14,000件（鳥取県）と数量が膨
大であり、事務負担が大きい。一方、学校設置者は、対象生徒に対して、各学校の規程に基づき授業料
及び学校徴収金の金額を記載した納付通知を納付の時機が到来するごとに作成しており、当該納付通知
により、生徒は授業料及び就学支援金の交付額を確認できる。このため、都道府県及び学校設置者の事
務負担の軽減を図る観点から、生徒個人に対する支給決定（変更）通知書及び支給実績通知書について
は、学校設置者への一覧の通知をもって代えることができることとしてもらいたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 157 03_医療・福
祉

都道府県 鳥取県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

健康保険法第８６条第１項
高齢者の医療の確保に関する
法律第７６条第１項
「厚生労働大臣の定める評価療
養及び選定療養」（平成18年厚
生労働省告示第495号）第１条
第１号
「厚生労働大臣の定める先進医
療及び施設基準」(平成20年厚
生労働省告示第129号)

ロボット手術に係る先進
医療の対象化

一定の水準を持つ医療機関における保険診療の対象外
のロボット手術を、「厚生労働大臣の定める先進医療及
び施設基準」(平成20年厚生労働省告示第129号)に規
定する先進医療の対象とする。

【支障事例】
ロボット手術については、一部の保険適用を除いて保険外診療となっているが、既に本県の鳥取大学医
学部附属病院では、年間４０～６０件の保険外診療のロボット手術が安全に行われており、患者の身体的
負担軽減となっている。
今後、ロボット手術の需要は増えると思われるにもかかわらず、ロボット手術が先進医療の対象外であれ
ば、ロボット手術の患者への恩恵を阻むとともに、鳥取大学医学部附属病院でのロボット手術の発展を阻
害するものである。
【改正の必要性】
今後の大きな課題となる「２０２５年」問題への対応として、社会保障制度改革の中で、地域で必要な医療
の確保に向けた「地域医療ビジョン」の策定や病床の機能分化を進めることとなっており、地方分権の観点
から、地方が主体的に医療体制を考える時期に来ている。
ついては、鳥取大学医学部附属病院などロボット手術について一定の水準を持つ医療機関に対しては、
ロボット手術を先進医療の対象としていただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

４【経済産業省（９）】【環境省（４）】
特定家庭用機器再商品化法（平10法97）
小売業者又は製造業者等に対する指導、助言、勧告、命令、報告徴収及び立入検査につい
ては、関係する審議会において都道府県等から意見聴取を行いつつ、実施主体や国の関与
等の在り方を含めた的確な執行の在り方について、原則として平成27年中に検討を行い、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。

【経済産業省】家電リサイクル法に基づ く再商品化等施設に係る情報
の提供等について（平成28年11月30日付け環境省大臣官房廃棄物・
リサイクル対策部企画課リサイクル推進室、経済産業省商務情報政
策局情報通信機器課環境リサイクル室事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_154

－ － － － － －

６【文部科学省】
（４）高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平22法18）
高等学校等就学支援金の支給額の通知（施行規則８条）については、授業料等の納付通知
に支給額を記載し、支給額の通知とすることも可能であること等を、事務処理要領において明
確化し、都道府県等に通知する。

【文部科学省】高等学校就学支援金の支給に関する法律施行規則の
一部を改正する省令の施行等について（平成27年3月25日付け文部
科学省初等中等教育局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_156

－ － － － － －
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年

H26 158 03_医療・福
祉

都道府県 鳥取県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療法第３０条の４第８項
医療法施行令第５条の４第２項
医療法施行規則第３０条の３２の
２第１項

病床過剰圏域での新規
病床設置に係る厚生労
働省との事前協議及び
同意の廃止

医療計画公示後に特別の事情などが生じた場合に、医
療法施行令第５条の４第２項に規定する病床過剰圏域に
おける病院・診療所の開設・増床の許可に関する厚生労
働大臣との事前協議及び同意を廃止する。

【経緯・支障】
全国知事会においても、「義務付け・枠付けの見直しに係る提案」として基準病床数の都道府県による独
自の加減可能化を提案していたが、国が特例病床の協議に同意する際の留意事項を示したことのみにと
どまった（平成２５年４月２４日付厚生労働省医政局指導課長通知）。
一例として、鳥取県においても周産期母子医療センターのＮＩＣＵの病床利用率が高く、今後増床の検討
をする場合、上記通知で示された特例病床の留意事項によると、鳥取県内の出生数では特例病床の適用
が難しい状況である。
【制度改正の必要性】
地域の実情に応じた医療体制を確保するためにも必要な病床数を地方自治体が決定できる取り扱いが
必要である。
※特定の病床等の特例の事務の取り扱いについて（平成２５年４月２４日厚生労働省医政局指導課長通
知）
　特例病床算定の留意事項（補足）２．④
　　　ＮＩＣＵやＧＣＵの増床にあたっては、原則として、都道府県内の増床後のそれぞれの総数が以下の
数を超えないようにする。
　　　　　　ＮＩＣＵ：総出生数（都道府県内）／１０，０００人×３０床
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　（鳥取県の状況）
　　　　　　総出生数４，７７１人（Ｈ２４）／１０，０００人×３０床＝１４．３床
　　　　　　　県内の既存ＮＩＣＵ病床数　１８床　＞　１４．３床

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 159 03_医療・福
祉

都道府県 鳥取県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法第４５条
児童福祉施設の設備及び運営
に関する基準第１１条

児童発達支援センターに
おける利用者への食事
提供方法の基準の緩和

児童福祉施設の利用者への食事提供方法については、
「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」により、
施設内での調理が義務付けられているが、児童発達支
援センターにおける食事提供方法について、施設外で
調理されたものを搬入し提供する方法等施設内での調
理以外の方法も認める。

【現行制度】
児童発達支援センターを利用している障がい児に食事を提供する場合は，「児童福祉施設の設備及び運
営に関する基準」により、当該センター内で調理をする方法により提供しなければならないことから、当該
センターを設置する場合は、調理員の確保や調理用設備などの整備が必要である。
【支障事例】
本県のような人口が少ない県では、児童発達支援センターの規模が小さく、利用者も少なく、かつサービ
ス提供に係る報酬額（収入額）も少ない中で、自前の施設で食事を提供することは、非常にコストがかか
り、非効率的であり、当該センターの設置や施設の経営上大きな問題となっている。
【規制緩和の必要性】
施設内調理以外の方法（配食を行っている民間事業者が調理した食事を外部搬入、関連する施設で一
体的に調理した食事を提供、地域の学校給食センターが調理した給食を搬入等）を認めるなど、地域の
実情に合わせて柔軟な対応ができるよう、規制緩和することにより、人口の少ない地域においても、児童
発達支援センターの設置促進と安定的な運営が可能となる。
【規制緩和の効果】
外部搬入方式等が可能となれば、児童発達支援センターの設置や運営に係るコストが削減できるととも
に、食事の提供数が少数であっても、食材の質の確保及び種類豊富な献立を効率的に提供することが可
能となる。また、コストの削減により、経営の効率化が図られることから、新たな児童発達支援センターの設
置を促し地域支援体制の強化が図られるとともに、削減したコストを障がい特性に応じた療育の実施等障
がい児の処遇の向上に充てることができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 160 04_雇用・労
働

都道府県 鳥取県、京都
府、大阪府、徳
島県

厚生労働
省、経済産
業省

B　地方
に対する
規制緩和

中小企業における労働力の確
保及び良好な雇用の機会の創
出のための雇用管理の改善の
促進に関する法律第4条第3項

中小企業労働力確保法
に基づく改善計画の都道
府県の認定の廃止

中小企業労働力確保法に基づき事業主が策定する改善
計画について、都道府県の認定を廃止する。

【制度改正の必要性】
企業が当該計画の認定申請を行うのは国の助成金受給申請の条件になっていることによるもの。
現在、中小企業等に対する従業員の処遇や環境改善促進のための助成制度の中で当該認定を条件とし
ている助成金は、事業主団体を対象としたもの１件しかなく、従業員の処遇改善等に関する国の政策にお
いて、認定そのものの必要性が薄れていると思われる。
改善計画の認定を条件とする助成制度が減ったことに伴い、本県に改善計画を提出する企業等もほとん
どなくなっている。
【支障事例】
当該計画の認定が助成金申請要件となっている場合の手順は次のとおりで煩雑。
①企業等は、予定している改善計画が助成金の対象となるか、労働局に相談する。
②企業等は、都道府県への認定申請書を作成し提出する。
③都道府県は、国が定める認定審査基準等に照らして認定するか否かを判断する（場合によっては、あら
かじめ国に協議し同意を得る必要がある）。
④都道府県から認定通知を受領した後、企業等は、国の定める日までに、労働局に助成金の受給資格認
定申請を行う。
【効果】
改善計画に係る都道府県の認定事務を廃止し、改善計画の項目のうち必要なものを助成金受給資格認
定申請書に追加することで、企業は、上記の②の手続が不要となり、企業等の負担が軽減され、助成金を
活用して雇用環境の改善を図る企業等が増加する可能性がある。
②、③がなくなることで、事務の簡素化が図られるとともに、企業等は、労働局への申請までの時間短縮を
図ることができ、事業実施期間開始予定までのスケジュールを立てやすくなる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６【厚生労働省】
（３）医療法（昭23法205）
（ⅰ）医療計画に定める基準病床数制度（30条の４第２項12号）については、都道府県におけ
る地域医療構想の策定・運用状況を共有しつつ、今後の医療需要の増大や地域ごとに異なる
実情を踏まえた医療提供体制の在り方について検討を進める。

－ － － － － －

６【厚生労働省（９）】【経済産業省（９）】
中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の
促進に関する法律（平３法57）
事業協同組合等が作成する改善計画の認定（４条１項）については、これを要件とする現行の
助成金の活用促進を図る観点から検討し、手続の簡素化を図る。
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H26 161 03_医療・福
祉

都道府県 鳥取県・京都府・
大阪府・徳島県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

「放課後児童健全育成事業費
等の国庫補助について」（平成２
６年４月１日厚生労働省発雇児
０４０１第１５号厚生労働省事務
次官通知）

放課後児童クラブの補助
要件緩和

人口減少の課題を抱えた地方においても、多様な保育
ニーズへの対応を実情に応じて柔軟に行えるよう、放課
後児童クラブの利用児童数の下限の要件を緩和すべ
き。

【制度改正の必要性】
現在、小規模な放課後児童クラブ（利用者９人以下）や開設日数が少ない（２４９日以下※特例あり）放課
後児童クラブの運営費については、国庫補助対象外となっているが、県内の中山間地域をはじめとした、
少子化が進行している地域においては、国庫補助要件に満たない放課後児童クラブが以下のとおり存在
している。
【具体的な支障事例】
放課後児童クラブの運営にあたっては、安全管理上、職員の複数配置が必要であるが、小規模なクラブ
については特に保育料収入が少ないことから、市町村単独では運営が困難であり、県単独補助で支援し
ている状況にある。
【制度改正の必要性】
中山間地域をはじめとした、少子化が進行している地域においても、他の地域と同様に、放課後児童クラ
ブを実施していく必要があるが、地域の実情を踏まえた保育ニーズに対応していくためには、５人以上、２
４９日以下のクラブについても国庫補助対象とする等、補助要件の緩和が必要である。

　○県内の全クラブ数に対する国庫補助対象外クラブ数
　　　平成２３年度：８クラブ／１３５クラブ
　　　平成２４年度：７クラブ／１３７クラブ
　　　平成２５年度：６クラブ／１３８クラブ
　　　平成２６年度（予定）：５クラブ／１４４クラブ

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 162 03_医療・福
祉

都道府県 鳥取県、徳島県 内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

子ども子育て支援法５９条、６１
条（児童福祉法第６条）

地域子ども・子育て支援
事業における要件緩和

子ども・子育て支援新制度のなかで「森のようちえん」と
いった地域の特性を活かした子育て支援事業が実施で
きるように、子ども・子育て支援法第５９条に定める「地域
子ども・子育て支援事業」において、市町村の裁量で必
要と考える事業を組み込むことが出来るよう、対象要件を
緩和する。

森のようちえんとは、自然体験活動を基軸にした子育て・保育や乳幼児期教育の総称で、国内でも広がり
を見せているが、既存の保育所・幼稚園、さらには子ども・子育て支援新制度の枠組にない。
このため、市町村の子ども・子育て支援事業計画（法第６１条）において、広がりつつある森のようちえんに
入所する児童が計上されず、保護者のニーズ等現状を踏まえた総合的な子ども・子育て支援のための計
画にならないという支障が生じる。
1950年代にデンマークで始まったもので、以後自然環境を活用した保育(幼児教育)として世界に広がって
おり、北欧等では制度化も進み、公的補助や専門指導者の養成プログラムも確立されている。
鳥取県と長野県の実施団体を実例対象に、「森のようちえん」における幼児の発達について調査・分析し
たところ（鳥取大学へ委託）、身体性、精神性、知性、社会性ともに好ましい発達が得られたとの結果が出
ている。
これらを受けて、本県では、全国に先駆けて「森のようちえん」の運営費補助等の支援を行うとともに、平成
25年度から、官民協働で「森のようちえん認証制度」について検討し、Ｈ27年4月からの創設を目指してい
るところ。
この「森のようちえん」を地域子ども・子育て支援事業のひとつとして確立することになれば、都市部にはな
い、自然豊かな地域の特色を活かした子育て支援として、移住定住の促進や地域の活性化につながる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 163 04_雇用・労
働

都道府県 鳥取県、大阪
府、徳島県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

介護労働者の雇用管理の改善
等に関する法律第8条第3項

介護労働者の雇用管理
の改善等に関する法律
に基づく改善計画の都道
府県の認定の廃止

介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律に基づき
事業主が策定する改善計画について，都道府県の認定
を廃止する。

【制度改正の必要性】
企業が当該計画の認定申請を行うのは国の助成金受給申請の条件になっていたためであるが、現在、当
法律に基づく支援策のうち当該認定を条件としているものはなく、認定そのものの必要性が薄れていると
思われる。
当該計画の認定を条件とする国の助成金がなくなったことに伴い、本県への当該改善計画の認定申請
は、平成２３年度以降実績がない(全国的にも同様と推測)。
【効果】
当該認定を条件とした支援策が新たに創設された場合においても、助成金の受給資格認定申請を行う前
に、下記②及び③の手続が必要となることから、既存の助成制度と同様、当該改善計画の認定を条件とし
ないことが、企業等にとって負担軽減になる。
①企業等は、改善計画が助成金の対象となるか、労働局に確認
②企業等は、都道府県に対して、改善計画の認定申請を行う
③都道府県は、申請内容を確認し、認定手続等を行う。
④企業等は、定められた期日までに、労働局に助成金の受給資格認定申請を行う。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html



84 / 528 ページ

URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６【厚生労働省】
（21）放課後児童健全育成事業
放課後児童健全育成事業の補助要件について、子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、
平成27年度から、10人未満の放課後児童クラブについても補助対象とするよう見直す。

【厚生労働省】「放課後児童健全育成事業」の実施について（平成27
年5月21日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_161

－ － － － － －

６【厚生労働省】
（10）介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平４法63）
介護事業主が策定する改善計画の認定（８条）の廃止を含め、介護労働者の労働環境の改善
による魅力ある職場づくりに向けた実効性のある仕組みについて、地方の意見も踏まえつつ
検討し、平成27年中に結論を得る。
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H26 165 02_農業・農
地

都道府県 鳥取県、大阪
府、徳島県

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第8条第4項

農業振興地域整備計画
を策定・変更する場合の
農用地区域の設定・変更
に係る都道府県知事へ
の協議の廃止

農業振興地域整備計画を策定・変更する場合の農業振
興地域の整備に関する法律第8条第4項の規定を削り、
都道府県知事への協議を廃止する。

【必要性】
市町村が定める農業振興地域整備計画は、当該市町村の自主的・主体的な土地利用に関する計画等と
整合が図られており、同計画（農用地利用計画）の策定・変更に係る都道府県知事への協議、同意は廃
止すべきである。
都道府県との協議が必要とされているため、市町村の自主的・主体的な農業振興地域整備計画（農用地
利用計画）を迅速に作成・変更できない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 166 02_農業・農
地

都道府県 鳥取県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

学校給食用牛乳供給対策要領
第２

学校給食用牛乳の供給
価格及び供給事業者決
定に係る制度見直し

学校給食用牛乳の供給価格及び供給事業者決定につ
いて、適正価格を担保することを前提に、地域の実情に
合わせ、県の裁量により行うことができるようにする。

学校給食用牛乳供給対策要綱第６により、知事は供給価格及び供給事業者を毎年度決定することとなっ
ている。
また、学校給食用牛乳供給対策要領第２により、知事は供給価格及び供給事業者の決定に当たり、競争
原理を機能させることが義務付けられている。
しかしながら、当県では、県内産生乳で牛乳を製造するメーカーが１者(県内のみ)しかなく、競争原理を導
入した価格決定で、県外事業者（県外産牛乳）に供給業者が決定される場合があり、平成２６年度には県
内の一部の市町で県産牛乳を児童生徒に供給できない事態が発生した。
本県では、県産品の利用促進を図り、活力に満ちあふれ、県民が心豊かに安心して生活できる県の構築
を目指した鳥取県産業振興条例を制定するとともに、地産地消を推進してきているが、今回の事態はこれ
と相反するものとなった。
ついては、県内に県内産生乳で牛乳を製造するメーカーが１者しかない場合においては、県の設定する
予定価格との見積もり合わせで適正価格を担保するなどにより、価格決定等を県の裁量により行うことがで
きるよう規制緩和が必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【必要性】
国の基本指針における「確保すべき農用地等の面積の目標」は、各都道府県の確保面積の合計と一致
する仕組みとなっている。
このため、国と県との協議で、国は全国一律の基準で算定された確保面積を求め、県の地域性・独自性を
十分に反映した内容により異なる確保面積を提示しても同意を得ることは困難となっている。
よって、地域の実情を踏まえた仕組みにするとともに、協議・同意制を意見聴取など都道府県の意向を拘
束しない方法に変えるべき。
※H22年度作成の県基本方針の農林水産省との事前協議で、本県の実態を踏まえ目標面積はH21年比
22%減となる見込みとの実情を伝えたが、国の基本指針の目標面積の算定割合と同じ2%(800ha)増となるよ
う求められた。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第4条第5項

農業振興地域整備基本
方針を策定・変更する場
合の農林水産大臣への
協議の廃止

農業振興地域整備基本方針を策定・変更する場合の農
業振興地域の整備に関する法律第4条第5項の規定を削
り、農林水産大臣への協議を廃止する。

H26 164 02_農業・農
地

都道府県 鳥取県、京都
府、徳島県
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－ － － － － －

６　【農林水産省】
（17）学校給食用牛乳安定需要確保対策事業
供給価格及び供給事業者の決定に係る補助条件については、透明性の高い手法を通じて、
適正にこれらを決定できることが明確である場合、競争入札によらずとも、学校給食用牛乳の
供給に対する助成の対象となり得ることを、地方公共団体に周知する。

【農林水産省】入札によらない供給事業者等の決定について（平成27
年2月13日）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_166

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 167 09_土木・建
築

都道府県 鳥取県 農林水産省 対象外 土地改良法施行令（昭和24年
制令第295号)第59条
土地改良財産の管理及び処分
に関する基本通達５－０－４（他
目的使用等の使用料）

農業用ダムの用水から供
給する畜産用水、消雪用
水の使用料減免

農業用ダムのかんがい用水について、家畜の飲雑用水
や夏場の乳牛の暑熱対策に導水して使用する場合、消
雪用水を導水して使用する場合は「目的外使用料」を減
免できることとする。

農業用ダム用水の畜産用水への活用については、夏場の暑熱による乳牛の生乳生産量の落ち込みを回
避するため、牛舎の室温を下げるため、屋根への散水や換気扇・扇風機送水、細霧装置による冷房など
の対策には、大量の水道水が使用されている。
農業用ダムからのかんがい用水を、畜産用水に振り替えることにより、乳牛の暑熱対策と併せ畜産農家の
経費節減につなげることが可能となる。
また、消雪用水への活用ついては、特に北栄町旧栄村エりアにおいて、冬期の消雪用水の水量不足が
顕著で、消雪パイプからの散水量が十分なく、積雪時の地域交通の阻害されている。
この現状を踏まえ、農業用ダムからのかんがい用水を、不足する消雪用水の補給水に振り替え活用される
ことで、冬期の地域生活道の交通確保と産業振興と民生の安定に繋げることができる。
この場合における最大のボトルネックは、土地改良法施行令第５９条の規定及び基本通達５－０－４に基
づき、水使用の便益分の施設使用料を事業費の投入額の比率により支払う「バックアロケーション」（目的
外使用料）を 求められることで、公共上水道を使用する場合に比較して割高となり、経済的メリットを享受
できない。
このため、「バックアロケーション」（目的外使用料）を減免できる規制緩和を行うことにより、かんがい用水
の有効利用が図られ、 酪農家の生乳生産安定化と経費節減、冬期の地域生活道の安定的な交通確保
や産業振興に資するに同時に、地域貢献用水としての多面的機能の認知度アップにもつながる。

－

H26 168 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 鳥取県、京都
府、大阪府、徳
島県

農林水産省
（林野庁）

B　地方
に対する
規制緩和

森林法第２６条の２第４項 保安林解除に係る国へ
の協議の廃止

保安施設事業施行地内の民有林保安林において、知事
権限の保安林解除に係る国への協議を廃止する。

森林法第２６条の２第４項第２号に基づく「保安施設事業等の施行に係る土地の区域内にある保安林」の
保安林解除にあたっては、農林水産大臣に協議し、同意を得なければならないとされている。
前記以外の４号以下の保安林解除にあたっては、国との協議は不要であり、保安施設事業により、保安林
機能の維持向上を図った４号以下保安林の解除にあたっても県による適正な審査が可能であり、国との
協議は不要と考える。
国への協議を廃止することで保安林解除手続きをより速やかに行い、事業進捗を図ることが可能となる。
（国の標準処理期間は、協議書受理日から起算して30日）。

※本県に係る保安施設事業等施行地の多くは、海岸部の飛砂防備保安林に指定されており、今後、高規
格幹線道路（山陰道）の整備や国道・県道の道路改良等において保安林解除の増加が予想される。

※なお、本県の保安林は重要流域内にあるため、同項第１号は該当しない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 169 02_農業・農
地

都道府県 鳥取県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

・農業振興地域の整備に関する
法律　第３条第４号
・農業振興地域の整備に関する
法律施行規則　第１条
・農林水産省関係国家戦略特
別区域法第26条に規定する政
令等規制事業に係る省令の特
例に関する措置を定める命令

農用地区域内への農家
レストランの設置の容認

農家レストランを農業振興地域の整備に関する法律第3
条第4号及び同法施行規則第1条に定める農業用施設と
位置づけ、農用地区域内において農家レストランの設置
を可能とする。

現在、農用地区域内農用地（農業振興地域の整備に関する法律第8条第2項に定める農用地をいう。以
下同じ）においては、農家レストランは国家戦略特別区域内においては農業用施設と認められているが、
それ以外の地域では認められていないため、設置することができない。
このため、果樹園や観光農園等を経営する農業生産法人が、経営強化・集客増及び都市等との地域間
交流を図って農家レストランを開設することを検討したものの、その候補となる土地が農用地区域内農用
地であり、必要な要件に該当しないため当該土地を農用地から除外することができず、実現できていない
など、農家の事業拡大の支障となる事例が出てきている。
「農林水産業・地域の活力創造プラン」では、『経営感覚を持ち自らの判断で消費者・実需者ニーズの変
化等に対応する「チャレンジする農林水産業経営者」が活躍できる環境を整備し、その潜在力を発揮させ
ることによって、６次産業化や輸出促進をはじめ、付加価値を高める新商品の開発や国内外の市場にお
ける需要開拓などを進める』こととしている。
農家レストランは、生産現場と隣接する最適地に立地することで、生産・加工・販売・観光等が一体化し、
都市と農村の交流による農村の活性化、農村の雇用確保、農業者の所得の向上及び経営基盤の強化に
繋がるものと期待できる。
「農林水産業・地域の活力創造プラン」の実現に資するよう、国家戦略特別区域外においても、農家レスト
ランの農用地区域内農地への設置を認めるよう、規制を緩和するべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 170 09_土木・建
築

都道府県 鳥取県、京都
府、徳島県

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

・会計法第48条
・農林畜水産業関係補助金等
交付規則第3条第2号

農林水産省（林野庁及び
水産庁を除く）が所管す
る農山漁村地域整備交
付金以外の補助公共事
業の繰越及び翌債の手
続に関する事務の委任

農林水産省（林野庁及び水産庁を除く。）が所管する農
山漁村地域整備交付金以外の補助公共事業（岩美広域
の道整備交付金など）の繰越事務を都道府県知事又は
知事の指定する職員に委任すること。

繰越制度の活用については、財務省においてヒアリングの省略、添付資料の撤廃等の事務の見直し・改
善が行われている。（「繰越制度の一層の活用に向けた取組について」（平成22年1月15日財務省））
農林水産省が所管する補助公共事業のうち、林野庁及び水産庁が所管するもの並びに農山漁村地域整
備交付金における繰越事務は、会計法第48条第１項により都道府県に委任されているため、上記の事務
の改善もあっておよそ1週間程度の短期間で処理されているが、
その他の補助公共事業については、繰越事務が都道府県に委任されていないため、農林畜水産業関係
補助金等交付規則第３条第２号に基づき、県が地方農政局に対して繰越承認申請した後地方農政局が
地方財務局に繰越承認申請を行う2段階の手続が必要で、繰越の承認まで約３～４週間を要している。
特に年度末近くに成立する補正予算については、経済対策等の趣旨に則り年度内発注等迅速な対応が
求められるが、繰越事務委任を受けていない事業については繰越承認までに時間がかかるうえ、地方農
政局が財務局に繰越申請するまで繰越承認日の見通しも立たないことから、入札に際しては中止となるこ
とも視野に入れて手続を行っている状況にあり、繰越手続に要する期間を短縮する必要がある。
ついては、農林水産省が所管する補助公共事業について、林野庁及び水産庁所管事業並びに農山漁
村地域整備交付金の繰越事務が委任されている実情を鑑みて、その他の補助公共事業についても繰越
事務処理の簡素化及び迅速化を図るため、繰越事務を委任していただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

６　【農林水産省】
（４）森林法（昭26法249）
（ⅲ）法25条１項４号から７号に掲げる目的を達成するために指定される保安林のうち、その全
部又は一部が保安施設事業等の施行に係る土地の区域内にある保安林の解除を都道府県
知事が行う場合の農林水産大臣への同意を要する協議（26条の２第４項２号）については、制
度の運用実態を調査しつつ、同意を要しない協議に見直す方向で検討し、平成27年中に結
論を得る。

【農林水産省】森林法第26条の2第4項の規定に基づく協議に係る農
林水産大臣の同意の基準等について（平成28年5月20日付け林野庁
治山課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_168

６　【農林水産省】
（９）農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農家レストランの農用地区域内への設置については、事務・権限の移譲等に関する見直し方
針について（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、国家戦略特別区域制度の下でその活
用事例について、可能な限り速やかに効果を検証し、全国に適用することを検討する。
　なお、地域再生法の一部を改正する法律（平26法128）において、農家レストランを含む六次
産業化に資する施設等の整備について、農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関
する法律における農地転用許可及び農用地区域の変更基準等の特例を措置したところであ
り、当該特例措置について、地方公共団体に周知する。

＜令２＞
【農林水産省】
（12）農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
（ⅰ）耕作又は養畜の業務を営む者が設置し自己の生産する農畜産物
等を提供する農家レストランについては、省令を改正し、農業用施設と
して位置付け、農用地区域内での設置を可能とする。
［措置済み（農業振興地域の整備に関する法律施行規則の一部を改正
する省令（令和２年農林水産省令第13号））］

今般、国家戦略特別区域制度の下での活用
事例の検証結果を踏まえ、特区省令と同一の
要件を満たす農家レストランについて、農業
振興地域の整備に関する法律（昭和44年法
律第58号）における農業用施設として位置付
け、全国での設置を可能とするため、農業振
興地域の整備に関する法律施行規則（昭和
44 年農林省令第 45 号）の一部を改正した。

【農林水産省】地域農林水産業振興施設を整備する事業の実施に関
するガイドライン等について（平成27年３月11日付け農林水産省農村
振興局長通知）
【農林水産省】「農業振興地域制度に関するガイドラインの制定につい
て」の一部改正について（平成28年３月30日付け（農林水産省）農村
振興局長通知）
【農林水産省】農業振興地域の整備に関する法律施行規則の一部を
改正する省令（令和2年農林水産省令第13号）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_169

農林水産省農村振興局農村政策部
農村計画課

６　【農林水産省】
（27）農林水産省が所管する補助公共事業に係る繰越し（翌債）の手続に関する事務
　農林水産省が所管する補助公共事業に係る繰越し（財政法（昭22法34）14条の３第１項及び
42条ただし書）及び繰越明許費に係る翌年度にわたる債務の負担（43条の３）の手続に関する
事務を、都府県の知事又は知事の指定する職員が行う（会計法（昭22法35）48条１項）ことに
ついては、実現に向け、予算決算及び会計令（昭22勅令165）140条に規定する手続を進め
る。

【農林水産省】予算決算及び会計令第140条に基づく都府県が行う国
の会計事務の範囲の変更について（通知）（平成27年7月10日付け農
林水産大臣通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_170
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年

H26 172 10_運輸・交
通

都道府県 鳥取県、京都
府、大阪府、徳
島県

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

地域公共交通確保維持改善事
業費補助金交付要綱別表４及
び別表５

地域公共交通確保維持
改善事業に係る要件の
緩和

地域間幹線系統確保維持費国庫補助金について、地方
の実情に合わせたバス補助制度となるよう要件の緩和な
ど制度を見直す。

【制度改正の必要性】バス路線の維持・確保は社会政策としてとらえるべきだが、国の補助制度は全国一
律に一定の運行規模や経営効率化の指標を基準とするため、乗客数の減少、収支率の悪化が続く中山
間地のバス路線では指標が基準を下回り運行赤字の一部が補助対象外となっている。
特に中山間地における交通弱者にとってバスは基軸となる交通手段であることから、中山間地における補
助要件の緩和等、地方の実情に合わせてバス補助制度を見直すこと。
また見直しに際しては地方の意見を十分に反映させること。
【支障事例】広域行政圏中心市へ繋がり複数市町村をまたがって運行する生活の重要路線でありながら、
人口の少ない中山間地を含む系統では平均乗車密度が低いため補助要件を満たすことができす、バス
の存続が難しくなっている。(採択条件である平均乗車率５人以上では、県内全２８路線中、運行赤字全額
対象となるのが１路線のみとなる。）
【効果】要件緩和により、人口が少ない中山間地域を結ぶ系統においても補助要件を満たすこととなり、生
活の足を確保することが可能となる。（採択条件である平均乗車率を５人から３人に引き下げると、県内全２
８路線中、運行赤字全額対象となるのが１路線から１３路線に拡大される。）
【求める要件緩和の内容】補助対象路線の１日当たり輸送量：１５～１５０人について、中山間地域は「１５
人以上」の要件を９人（本県における平均的な平均乗車密度＝３人程度であるため、最低運行回数3回を
乗算）まで引き下げる。
補助対象経費の対象：平均乗車密度５人で運行赤字全額について、５人未満は人数按分して算出とされ
ているものを中山間地域は「５人」の要件を３人まで引き下げる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 173 07_産業振
興

都道府県 鳥取県、大阪
府、徳島県

経済産業省 B　地方
に対する
規制緩和

企業立地の促進等による地域に
おける産業集積の形成及び活
性化に関する法律第５条

企業立地促進法に基づく
産業集積の形成又は活
性化に関する基本的な
計画に係る国の同意協
議の見直し

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成
及び活性化に関する法律の規定による、基本計画に係
る国の協議、同意の廃止

策定から国との協議や意見の調整、同意までに６か月かかるなど時間を要し、迅速な企業立地の支障と
なっている。
地域の特性・強みを生かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指すという法の考え方によれば、
都道府県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。
国の同意が不要となれば、より迅速に企業立地計画・事業高度化計画の認定が可能となり、基本計画の
同意まで企業の投資にストップをかけることがなくなる。
都道府県が定める基本計画に係る国の協議、同意を廃止すべき。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 171 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 鳥取県、京都
府、大阪府、徳
島県

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法第18条第3項
都市計画法施行令12条第4号イ
及びホ

一般国道（指定区間外）
及び一級河川（指定区
間）に関する都市計画決
定に係る国の同意協議
の廃止

都道府県が定める都市計画のうち、国土交通大臣協議
～同意(都市計画法18条3項）が必要なものについては、
「国の利害に重大な関係がある都市計画」 として、都市
計画法施行令12条に明記されている。
（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針・区域区
分・高速自動車国道・一般国道・一級河川等）

このうち、一般国道（指定区間外）・一級河川（指定区間）
については、国土交通大臣協議～同意手続きの廃止を
提案するもの。

【具体的な支障事例】
都市計画法に基づく国土交通大臣協議～同意（以下「国協議～同意」という。）については、本県におい
ても、過去に多数の国協議～同意を必要とする案件があったが、国から直轄事業との整合性の観点で構
造設計に対して反対意見が出された等の要因により、いずれも協議が長期化し、中には開始から半年以
上を要したケースもある。これにより、事業着手や供用が遅れるといった支障が生じている。
【過去の検討経緯を踏まえた制度改正の必要性】
当該協議については、「義務付け・枠付けの第４次見直し」の検討の際に、既に上記と同様の理由により
地方から国に対して廃止の提案がなされたが、当該提案に対して国は、「国の利害に重大な関係がある
都市計画であり、国協議～同意の廃止は困難」であるとの見解を示した。ただし、国において地方の意見
を踏まえ、手続きの迅速化のために「義務付け・枠付けの第４次見直し（平成25年7月24日付都市局長通
知）」（以下「標準処理期間通知」という。）において、標準処理期間(事前協議60日間、法定協議30日間）
を設定していただいたところである。
これに対し本県としては、「国の利害に重大な関係がある」という国の見解について、具体的にどのようなも
のを想定しているのか不明確であるため、当該見解を理由に廃止しないことについて承服できないこと、
標準処理期間通知以後、国協議～同意の案件があったが、国から協議時期が遅いという指摘を受け、そ
の遅延理由を問われ続けたことにより、事前協議前の下協議に半年程度を要す結果となるなど、手続きの
迅速化に繋がっていないこと。
「一般国道（指定区間外）」及び「一級河川（指定区間）」（以下これらを「協議不要希望施設」という。）につ
いては、都道府県が整備や管理を主体的に行っており、個別法（道路法等）において同様の審査が行わ
れていることから、国協議～同意を廃止しても国との利害の調整は担保され得るものと考えていることか
ら、協議不要希望施設に係る国の関与を廃止することを提案する。
これにより、県民の悲願である高速道路ネットワークの早期供用や、県民の安全安心のための県土の強靭
化に向けた取組の促進が可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【国土交通省】
（20）地域公共交通確保維持改善事業費補助金
（ⅰ）地域間幹線系統及び地域内フィーダー系統に対する補助については、地域公共交通の
活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律（平26法41）により整備された新たな枠
組みの下、国土交通大臣が認定した地域公共交通再編実施計画に基づいて地域公共交通
ネットワークを再構築する取組に対する支援の要件を見直す。

６【経済産業省】
（10）企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平19
法40）
基本計画及びその変更に係る同意（５条１項及び６条１項）については、同意を得るまでの時
間の短縮を図るため、事前審査・事前協議を原則行わないこととするとともに、法定協議に当
たっての留意事項を取りまとめ、地方公共団体に情報提供を行う。

【経済産業省】企業立地の促進等による地域における産業集積の形
成及び活性化に関する法律に基づく基本計画の同意に係る手続の取
り扱い及び留意事項について（平成27年2月10日付け経済産業省経
済産業政策局地域経済産業グループ立地環境整備課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_173

－ － － － －－



91 / 528 ページ

年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 174 07_産業振
興

都道府県 鳥取県、徳島県 経済産業省 対象外 補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第７条（補
助金等の交付の条件）第2項
経済産業省平成２５年度補正予
算
「中小企業・小規模事業者もの
づくり・商業・サービス革新事業
（ものづくり、商業・サービス）」
各実施団体（地域事務局）の公
募要領等

設備投資に対する補助
金に係る「収益納付」
ルールの廃止

「中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革
新事業」の実施要領における収益納付の規定を廃止す
る。

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（第７条第2項）では収益納付の条件を付す「ことが
できる」という規定があり、現在国の各種補助金ではこれが一律に適用されている。
中小企業を対象とした産業振興を目的とする補助金。なかでも、設備投資も対象事業とされ、生産設備と
しての活用が想定されている「中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業」については
弊害が大きく、補助事業の実施者、補助金交付を行う実施機関双方にとって大きな負担になるだけでな
く、収益を納付する定めがあること自体が企業活動を制限、意欲を減退させることにつながり、当該補助金
の本来の目的を阻害することになるため、収益納付の規定撤廃が必要。

－

H26 175 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 鳥取県、大阪
府、徳島県

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法第18条第3項、都市
計画法施行令12条第4号イ及び
ホ

区域区分に関する都市
計画決定に係る国の同
意協議の廃止

都市計画法に基づき都道府県が区域区分を決定・変更
する際の国土交通大臣への同意協議を廃止する。

【具体的な支障事例】都市計画法に基づく国土交通大臣協議～同意（以下「国協議～同意」という。）につ
いては、本県においても、過去に多数の国協議～同意を必要とする案件があったが、いずれも協議が長
期化し、区域区分に関する協議においては、開始から２年以上を要したケースもある。
【過去の検討経緯を踏まえた制度改正の必要性】当該協議については、「義務付け・枠付けの第４次見直
し」の検討の際に、既に上記と同様の理由により地方から国に対して廃止の提案がなされたが、当該提案
に対して国は、「国の利害に重大な関係がある都市計画であり、国協議～同意の廃止は困難」であるとの
見解を示した。ただし、国において地方の意見を踏まえ、手続きの迅速化のために「義務付け・枠付けの
第４次見直し（平成25年7月24日付都市局長通知）」（以下「標準処理期間通知」という。）において、標準
処理期間(事前協議60日間、法定協議30日間）を設定していただいたところである。
これに対し本県としては、「国の利害に重大な関係がある」という国の見解について、具体的にどのようなも
のを想定しているのか不明確であるため、当該見解を理由に廃止しないことについて承服できないこと、
当該協議～同意を廃止したとしても、国土形成全国計画を基本とした広域地方計画（国土形成計画法）に
おいて今後10年間の国土形成に関する方針が定められているため、これに基づき、都道府県の責任で国
土形成上の観点での調整は可能と考えること、さらに、都道府県内部で農政部局との調整を行うため、都
市的土地利用と農地保全との調整も可能と考えることから、地域の実情に応じたまちづくりを自らの判断で
迅速に進めるために、区域区分に係る国土交通大臣への同意協議を廃止して頂きたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 176 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 鳥取県、京都
府、大阪府

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

国土利用計画法第9条第10項、
14項

土地利用基本計画の策
定・変更に係る国土交通
大臣への協議の意見聴
取・報告への変更

国土利用計画法に基づき都道府県が土地利用基本計
画を策定・変更する際に義務付けられている国土交通大
臣への協議を廃止し、意見聴取・報告へ変更する。

【支障事例】
　国土利用計画法に基づき、都道府県が土地利用基本計画を策定・変更する際に義務付けられている国
土交通大臣への協議を行うことにより、計画策定・変更に時間を要している。
　具体的には、現在の手続きフローである①市町村意見聴取→②国との事前調整→③審議会諮問→④
国への協議を、①市町村意見聴取→②国への意見聴取（国意見の計画への反映）→③審議会諮問→④
国への報告に変更することにより、2重の手続きが解消され約1か月間の期間短縮が図られる。
【制度改正の必要性】
　国は、協議を行う理由として、個別規制法の地域・区域には、国の権限・関与に係るものが多く（都市計
画に係る大臣協議、国立公園に係る大臣指定など）、予め調整が必要であることなどを挙げているが、都
市計画法第18条の規定による都市計画決定時の市町村意見の聴取と同様に、大臣意見を聴取する制度
とすれば調整は可能になる。また、審議会で意見が付された場合には、再度、国への意見聴取を行うこと
によって適切な計画の策定が可能であると考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 177 10_運輸・交
通

都道府県 鳥取県、徳島県 国土交通省
（観光庁）

B　地方
に対する
規制緩和

外国人観光旅客の旅行の容易
化等の促進による国際観光の振
興に関する法律　第４条、第１１
条～２４条

地域限定通訳案内士の
育成及び確保にかかる
事務の都道府県への移
譲

地域限定通訳案内士の要件等を各都道府県知事が定
め、運用することができることとするため、「外国人観光旅
客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関
する法律」について、以下の点を修正する。
第４条　外客来訪促進計画への位置づけを不要へ
第１１条　第２項　本法律で定めるのではなく、各都道府
県の条例で定める
ウ　第１３条～第２１条　不要（各都道府県条例による）
。

【制度改正の必要性】
ここ数年、境港への大型のクルーズ客船の寄港が相次いでいるが、寄港地での通訳ガイド確保のニーズ
に応えられていない。また、鳥取の特色であるエコツーリズムやスポーツツーリズム等をテーマとした観光
の推進を図っているが、当該分野に精通した通訳案内士の有資格者は存在せず、無償で県内観光団体
や、ボランティアガイドが対応している状況。このことが、本県の特色あるインバウンドの推進に当たり、ネッ
クになっている。全国的にも、通訳案内士不足、またコスト高が要因で、無資格者が通訳案内業務を行っ
ていることが常態化しているとも聞く。現在、鳥取県を対象とした地域限定通訳案内士制度は存在しない。
地域限定通訳案内士制度は、過去に複数の自治体で実施されていたが、試験実施等の事務量の割に受
験者が集まらず、制度の休止が相次いでいると聞いており、試験実施のコストが制度運営のネックとなって
いると考えられる。また、通訳案内士からのヒアリングによると、試験のレベルが非常に高く、試験の難易度
が通訳案内士の不足の一要因。
【期待される効果】
地域限定通訳案内士の人数が大幅に増加し、通訳ガイド不足が緩和されるとともに、地域の観光知識を
豊富に有し、一定の外国語能力もある地域の人材を活用し、地域独自の観光形態の推進を図ることがで
きる。
【懸念の解消策】
外国語の能力については、外国語能力検定試験の一定水準を基準とすることで担保し、観光情報の知識
については、所定の研修を受けることで担保することを想定。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

６　【農林水産省】
（７）都市計画法（昭43法100）
国土交通大臣が区域区分（７条１項）に関する都市計画を定め、若しくはその決定若しくは変
更に同意しようとするとき、又は都道府県が区域区分に関する都市計画を定めようとするとき
（国土交通大臣の同意を要するときを除く。）における農林水産大臣に対する協議（23条１項）
については、市街化区域となる区域が農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律（昭44
法58）（農振法）８条２項１号）と重複する場合等に限ることとし、その対象範囲を見直す。
なお、上記の措置に伴い、農地法（昭27法229）、農振法等において所要の見直しを行うことと
する。

６【国土交通省】
（14）国土利用計画法（昭49法92）
（ⅱ）土地利用基本計画の変更（９条10項及び14項）については、過去の国と都道府県との協
議における国の指摘事項等、計画変更に当たって有益な情報を地方公共団体に提供するな
ど、国と都道府県の協議の円滑化を図る。

【国土交通省】平成26年度土地利用基本計画の変更状況等について https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_176

６【国土交通省】
（16）外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律（平９法
91）
（ⅰ）地方公共団体が実施する研修を修了すれば、当該地方公共団体が設定する区域にお
いて、通訳ガイドの資格を付与する特例制度を創設する。
（ⅱ）上記の特例を一般制度化するに当たっては、当該特例ガイドがもたらす効果やその影
響、通訳案内士制度への社会的要請等を踏まえ、同制度の在り方について検討する。
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H26 180 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 佐賀県・長崎県・
熊本県・大分県・
沖縄県

国土交通省 A　権限
移譲

土地収用法１７条 土地収用法に基づく事業
認定の権限移譲

都道府県が起業者である事業については、国土交通省
（地方整備局）が事業認定を行っているが、これを都道府
県が事業認定を行うことができるよう権限移譲を行うこと。

【支障】社会資本の整備は、地域のニーズを踏まえ迅速な推進を図る必要がある。しかしながら、都道府
県が起業者である事業については、土地収用法第17条に基づき事業認定を国土交通省（地方整備局）
が行っていることもあり、迅速な対応ができない。県によっては、約３年間に１０回程度の事前相談を行い、
必要性を理解してもらった例や、そもそも土地収用の必要性を理解してもらえず、事業そのものの進捗が
図れていない例もある。
【改正の必要性】事業の必要性や公益性などの判断は、地域の実状に精通した地方自治体においても可
能であることから、都道府県が起業者である事業については、都道府県へ権限移譲する。これにより、迅
速な判断を可能とし、コストを逓減しつつ、社会資本整備の事業効果を早期に出現することができる。
【懸念の解消策】国が起業者である事業については、国土交通省（本省）が事業認定を行っていることか
ら、都道府県が起業者である事業の事業認定を都道府県が行うことは許容されるものと考える。また、公平
性は、事業部局以外の職員が事業認定の事務を行うこと（参考：改正後の行政不服審査法の審理員）や、
土地収用法３４条の７に基づく審議会を活用することなどにより担保できる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農地法附則第２項の２ｈａ超４ｈａ未満の農地転用に係る
都道府県から農林水産大臣への協議を廃止する。

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法附則第２項 農地転用の許可に対す
る農林水産大臣協議の
廃止

【支障】土地利用法制と所管省庁は法制・所管ともに縦割りであるが、都市計画法制が一定の権限移譲が
進んでいるのに対して、農地法の権限移譲はほとんど進んでいない。このため、地域における土地の最適
な利用を判断する責任が、地方自治体に十分ないため、まちづくりを地方自治体が行っているという実感
が乏しい。また、農地転用について農林水産大臣の許可、協議を必要とする案件があるため、手続に時
間がかかることから、行政の効率性の観点からも問題がある。
【改正の必要性】農地法附則第２項の２ha超４ha未満の農地転用に関する都道府県から国への協議を廃
止する。これにより、地域の実情を把握する地方自治体が事務を行うことで事務の迅速化が図られるととも
に、地域における土地利用の責任を地方が担うことが可能となる（別途、農地転用に関する事務権限を市
町村長に移譲することを提案中）。
【懸念の解消策】農地転用の事務移譲に伴い、国全体で確保すべき農地が守られなくなるという懸念に対
しては、地方六団体農地制度PT報告書（添付）で提案しているとおり、国、都道府県、市町村の間で確保
すべき農地の総量等について、実質的な協議を行ったうえで、事後に第三者機関による評価を行うことで
実効性を確保すること等により、解消が可能である。

H26 178 02_農業・農
地

都道府県 佐賀県
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４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 182 02_農業・農
地

都道府県 秋田県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

畜産公共事業による畜舎整備
の工事費単価の上限（H11年3
月）

畜産公共事業による畜舎
整備の工事費単価の上
限（H11年3月）の見直し

畜産公共事業による畜舎整備の工事費単価の上限
（H11年3月）を実勢単価に即したものに見直すこと

【見直しの必要性】
畜産公共事業による畜舎整備の工事費単価の上限（H11年3月）が、現在の工事費単価の実情と乖離し
たものとなっている。
国では、本ガイドライン等を基にした事業費算定による予算措置がなされているため、事業実施に際して
は、実勢価格と予算額の差額が増大し、度重なる入札不調により工事の遅れや冬期工事による費用のか
かり増しが発生したり、事業内容の見直しや事業参加者の負担額の増加が発生するなど、計画どおりの事
業実施が困難となるケースが発生している。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 181 02_農業・農
地

都道府県 秋田県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法附則第２項 農地転用許可に係る農
林水産大臣の協議の廃
止

２ｈａを超え、４ｈａ以下の都道府県知事許可案件につい
て、農林水産大臣との協議を廃止すること

【見直しの必要性】
・農地法附則第２項において、都道府県知事は、当分の間、２ヘクタールを超える農地転用について、あ
らかじめ農林水産大臣に協議しなければならないこととしている。
・農地転用については、法令に基づく許可基準が定められており、許可権者に関わらず、許可の可否判
断は同一である。
・大臣協議（事前調整及び公文書協議）に一定期間（１～２週間）を要し、迅速な許可事務に支障をきたし
ており、協議は必要ない。
・県は国に対して審査書類や計画図等の資料を提供することに異存はない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６　【農林水産省】
（20）農山漁村地域整備交付金
現行の草地畜産基盤整備事業については、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平17
法18）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が
総合的に優れた内容の契約を行うこととしており、畜産公共事業（平成21年度で終了）に適用
されていた畜舎整備の工事費単価の上限は適用されないことを、地方公共団体に通知する。

【農林水産省】草地畜産基盤整備事業における工事費の積算につい
て（平成27年2月17日付け農林水産省生産局畜産部畜産振興課課長
補佐事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_182

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 184 03_医療・福
祉

都道府県 山梨県 厚生労働省 A　権限
移譲

がん診療連携拠点病院等の整
備に関する指針

がん診療連携拠点病院
等の指定権限の都道府
県への移譲

がん診療連携拠点病院等の指定権限を厚生労働省から
都道府県に移譲する。

【制度改正の経緯】
「がん診療連携拠点病院」については、指定要件が厳格化されたことに伴い、全ての指定病院（山梨県内
４病院）が平成27年3月までに、厚生労働省の指定を受け直さなければならない。また、新たに設けられた
「地域がん診療病院」については、県内で２病院が指定を目指している。更に、これらの指定は、4年ごとに
更新をしなければ、指定の効力を失ってしまう。
【支障事例】
指定に当たっては、各病院が「指定更新推薦書」を都道府県に提出し、都道府県がその内容を審査する
とともに、推薦意見書等を添付したうえで厚生労働省に推薦する。また、厚生労働省が開催する「がん診
療連携拠点病院の指定に関する検討会」において、都道府県のプレゼンテーションが求められている。
【制度改正の必要性】
厚生労働省が定める「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針」によれば、指定に必要となる要件
は明示され、公表されていることから、県が一旦審査をするのであれば、厚生労働省が都道府県からの推
薦やプレゼンテーションを経て指定しなければならない必要性は低いものと思われ、県においても指定は
可能であることから、処理の迅速化及び事務処理の効率化を図るため、権限移譲が必要と考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 185 03_医療・福
祉

都道府県 山梨県 厚生労働省 A　権限
移譲

健康保険法第７６条第２項(同法
第１４９条において準用する場合
を含む。）、高齢者の医療の確
保に関する法律第７１条第１項

診療報酬を定める一部の
権限の都道府県への移
譲

健康保険法第７６条第２項及び高齢者の医療の確保に
関する法律第７１条第１項に基づき、厚生労働大臣が定
めることとされている診療報酬のうち、入院基本料につい
て、都道府県知事が定められるようにする。

【制度改正の経緯】
改正医療法において、都道府県は、地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に
推進するための地域医療構想（ビジョン）を策定し、医療機能の更なる分化を推進することとされた。
【支障事例】
地域医療構想を実現する仕組みとして、医療関係者等との「協議の場」を設置し、医療機関相互の協議に
よることとされたが、協議だけで進まない場合、知事が講ずることができる措置は、医療機関への要請や要
請に従わない場合の医療機関名の公表などに限られているため、実効性に乏しく、地域医療構想に沿っ
て必要な医療機能への転換を進めることは極めて困難となることが懸念される。
【制度改正の必要性】
地域医療構想に沿って医療機関を必要な医療機能へ誘導していくための実効性のある方策として、現
在、厚生労働大臣が定めている診療報酬のうち、入院基本料について、地域の状況に応じ、都道府県知
事が定められるようにすることが必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 186 03_医療・福
祉

都道府県 山梨県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

妊娠・出産包括支援モデル事業
実施要綱

厚生労働省の妊娠・出産
包括支援モデル事業に
おける事業の実施主体と
なる対象の拡大

国で本年度から実施しているモデル事業においては、産
後ケア事業等を実施する市町村を補助対象としている
が、都道府県と市町村が広域的に連携して事業を実施
する場合、補助対象をこの広域的連携主体都道府県に
も拡大するよう要望する。

【制度改正の経緯】本県の合計特殊出生率は、平成２５年、１．４４で全国の２９位と依然低迷しており、先
般行った調査では、ほしい子どもの数まで増やさない理由として、経済的な理由とともに育児への不安を
訴える声が根強くあった。現行の県・市町村の公的な支援として、妊娠から乳幼児期までステージごとに
支援メニューがあるが、出産直後の母親に対する施策は手薄な状況にあることから、育児の不安や負担
感を軽減するための新たな産後育児支援が必要と考えている。
【解決に向けた取り組み】このため、本県では、妊娠・出産から子育てに至る切れ目ない支援を実現するた
め、産前産後ケアセンターを平成２７年度中に開設することとし、本年度は、県と市町村が広域的に連携し
て事業を実施する仕組みづくりに向けた取り組みを行っている。
センターは、需要調査の結果等から、居室６床を備えたものを県内に１箇所整備することとし、助産師等専
門スタッフを配置して通年稼働とするが、このような施設を、小規模市町村が単独で運営することは困難と
いえ、全県的にバランスの取れた安定的なサービスを実現するためには、この仕組みの導入が不可欠と
なるものと考える。
県の関与としては、この連携組織の事務局として運営を主導するとともに、利用者に利用料金の一部を負
担させた残額相当分を市町村と折半で負担し、運営を委託する事業者への委託料として拠出するもので
ある。
この取り組みは、一部の高い財政力を有する自治体だけでなく、全国各地の母親に産後ケアサービスの
提供を可能にする先駆的モデルケースとなるものと言え、少子化問題の突破口となる可能性を有する革
新的な取り組みと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【見直しの必要性】平成２６年度に創設された「被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業（子育て
支援対策費補助金）」における「子ども健やか訪問事業」は、東日本大震災により被災し仮設住宅で長期
間避難生活を余儀なくされている子どもを持つ家庭等に対し訪問指導を行う事業であり、「親を亡くした子
ども等への相談・援助事業」は、被災した子どもに対する心と体のケアに関する相談・援助を行う事業であ
る。
両事業はいずれも事業主体は被災県（岩手県、宮城県、福島県）及び被災指定都市（仙台市ほか）に限
定されており、被災児童を受け入れている都道府県では活用することが出来ない。被災県以外に避難さ
れている家庭等では、二重生活による生活費の掛かりましや父親の不在による子どもへの影響、親のスト
レス等多くの問題を抱えている。避難先がどこであろうと避難している子どもを持つ家庭等や子どもたちに
対する相談・支援を行うことは必要であり、被災県以外でもこの事業が活用できるよう見直しを行う必要が
ある。
【具体的な支障事例】受入都道府県と被災県は様々な面でお互い連携を図りながら事業を実施している
が、上記事業の実施要綱に基づき被災県以外に避難している子どもや子育て家庭等への支援事業を行
うためには、実施主体である被災県等が避難先の都道府県等に事業を委託することで可能となる。しかし
ながら、県外避難者は全国に避難しており避難先の都道府県等に対し個別に事業委託をすることは現実
的には困難であると考える。また、本県には４県から避難されている方がいるが、仮に事業を実施しない県
があった場合、避難者として同じ県に避難しているにも関わらず、避難元によって支援サービスが受けら
れないといった事態が生じる。受入都道府県は避難元がどこであろうと平等に支援を行っている。
【見直しによる効果】受入都道府県の避難者については受入自治体が一番実情を把握していることから、
受入都道府県が実施主体及び事業者となることで、避難元がどこであろうと避難している子どもや子育て
家庭等に対し等しくサービスの提供が可能となり避難している方々は安心して生活を送ることができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

厚生労働省
復興庁

B　地方
に対する
規制緩和

被災した子どもの健康・生活対
策等総合支援事業（子育て支援
対策費補助金）実施要綱

被災した子どもの健康・
生活対策等総合支援事
業（子育て支援対策費補
助金）の実施主体等の拡
大

被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業（子育
て支援対策費補助金）の中の「子ども健やか訪問事業」
及び「親を亡くした子ども等への相談・援助事業」につい
て、実施主体及び事業者に被災県以外の現に避難者を
受け入れている都道府県を加えること

H26 183 08_消防・防
災・安全

都道府県 秋田県
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－ － － － － －

－ － － － － －

６【厚生労働省】
（18）母子保健医療対策等総合支援事業
（ⅰ）現在、妊娠・出産包括支援モデル事業の事業主体を市町村のみとしていることについ
て、平成27年度から都道府県による市町村の体制整備のための後方支援（人材育成研修等）
を新たに補助の対象とするよう見直す。

【厚生労働省】母子保健衛生費の国庫補助について（平成27年4月17
日付け厚生労働事務次官通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_186

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_183

６【厚生労働省（22）】【復興庁（１）】
被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業
「子ども健やか訪問事業」等の実施主体を、被災県・被災県内の市町村としている要件につい
て、事業の積極的な活用を図るため、避難者のいる都道府県又は市町村等への委託により実
施することができることを周知する。
[措置済み（平成26年９月30日付け雇用均等・児童家庭局総務課通知）]

【厚生労働省】【復興庁】
「被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業」の推進について
（平成26年9月30日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課事
務連絡）
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H26 187 03_医療・福
祉

都道府県 福井県 厚生労働省 A　権限
移譲

麻薬及び向精神薬取締法第２４
条第１０項、１１項、同法施行規
則第９条の２

麻薬小売業者間譲渡許
可権限の都道府県への
移譲

麻薬小売業者間譲渡許可権限を都道府県に移譲する 【具体的な支障事例】
麻薬小売業者（薬局）は、麻薬処方せんを所持する者以外の者に麻薬を譲り渡すことはできないが、厚生
労働大臣の許可を受ければ一定の条件の下、麻薬小売業者間で譲渡できることとなっている。麻薬小売
業者間譲渡許可の実際の事務は地方厚生局麻薬取締部が行っている。
一方、麻薬小売業者の免許は都道府県知事の権限であり、通常の監視指導は都道府県が行っている。
小売業者にとっては、緩和ケアの推進等で利用が増えている麻薬を有効利用するため、小売業者間譲渡
許可を取得し、業者間で麻薬の譲受を行いたいが、許可申請などの手続きを県外にある厚生局にしなけ
ればいけないため、時間がかかるなど不便な状況にある。
また、都道府県にとっては許可情報が事後に厚生局から送られるため、許可の事実を把握できず、監視
指導の時期が合わない場合がある。
【制度改正の効果】
都道府県が麻薬小売業者の免許と併せて事務を行うことで、効率的な事務処理、実質的な監視指導が可
能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 188 03_医療・福
祉

都道府県 福井県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービ
ス等及び基準該当障害福祉
サービスに要する費用の額の算
定に関する基準（平成18年９月
29日厚生労働省告示第523号）
第6の12等
障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービ
ス等及び基準該当障害福祉
サービスに要する費用の額の算
定に関する基準等の制定に伴う
実施上の留意事項について（平
成18年10月31日障発第
1031001号厚生労働省社会・援
護局障害保健福祉部長通知）
第二の2の(6)⑬等

障害福祉サービスにおけ
る加算の送迎算定要件
の緩和

障害福祉サービス事業所が利用者の送迎を行った場合
に算定できる送迎加算について、地域の実情に応じて都
道府県が決定できるようにすること。

【制度の概要】
障害福祉サービス事業所が、居宅と事業所間で利用者の送迎を行った場合は、「障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉
サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年９月29日厚生労働省告示第523号）」により、
送迎加算を算定できる。ただし、この告示において、送迎加算の要件を「居宅と障害福祉サービス事業所
との間の送迎を行った場合」に限定しているため、「最寄駅と障害福祉サービス事業所間」等の送迎は対
象外となっている。
【支障事例】
当県は、公共交通機関が充足していないため、各障害福祉サービス事業所から公共交通機関の最寄駅
までが２～５キロ程度であることが普通にあり、その場合、最寄駅から事業所まで、利用者が歩いて通うこと
は不可能である。一方、利用者の居宅についても、農村集落から山間部、海岸地域まで広範囲に渡って
おり、各事業所からは、それらの利用者宅への送迎に時間を要する状況である。
【規制緩和の必要性】このような中、自身で公共交通機関を使用しながら最寄駅まで来ることのできる利用
者には、居宅への送迎に代えて最寄駅までの送迎としてもらうことは効率的であり、現実的である。
また、公共交通機関の利用は、障害のある利用者にとって欠かせない社会との接点であり、自立訓練の
意味合いもあり大変有意義な時間となっている。
このようなことから、送迎加算の算定について、地域の実情を熟知している都道府県の裁量で決定できる
ようにすることが必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 189 03_医療・福
祉

都道府県 福井県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療法第４５条第２項 一人医師医療法人の設
立許可に係る手続の簡
素化

一人医師医療法人の設立認可（認可をしない処分を除
く）手続に係る医療審議会の意見聴取を廃止（報告事項
化）する。

【現在の状況】
医療法人の設立認可の審査については、都道府県が、厚生労働省の医療法人運営管理指導要綱やモ
デル定款を踏まえ、厳正に実施している。
また、設立認可申請を行う医療機関の多くが、これまで個人医療機関として診療を行っている実績があり、
継続性の観点から、医療審議会の意見を踏まえ、認可できなかった事例はない。
【具体的な支障・求める改正の具体的内容】
医療法人の設立認可は、医療審議会の意見を聴取する必要があるため、設立が医療審議会の日程に制
約される。
このため、地域医療に与える影響が比較的少ない一人医師医療法人の設立認可にあたっては、手続き
簡素化の観点から、医療審議会の意見聴取を廃止し、報告事項としたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 190 04_雇用・労
働

都道府県 和歌山県、大阪
府

厚生労働省 A　権限
移譲

職業安定法第５条第３号他 ハローワークの全面移管 ハローワークのすべての事務・権限を都道府県に移管す
る。

【効果】
ハローワークが行う無料職業紹介、雇用保険の認定・給付等の事務と、地方が行う職業訓練、福祉等に関
する相談業務等が、地方自治体主導のもと一体的に実施されることにより、以下のこと等が可能となる。
（１）求職者のニーズに応じたワンストップの就労支援
生活保護や育児相談などの多様な求職者ニーズに応じた相談から職業紹介までの、きめの細かいワンス
トップサービスが実現する。
（２）企業のニーズに応じた戦略的な雇用施策の実施
企業ニーズを把握している県が、職業訓練や職業紹介を一体的に展開することで、企業が求める人材を
育成し、雇用に繋げていくことが可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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４【厚生労働省】
（６）麻薬及び向精神薬取締法（昭28法14）
麻薬小売業者間での麻薬の譲渡しの許可に関する事務・権限（24条11項、施行規則９条の２）
については、都道府県に移譲する。

－ － － － － －

－ － － － － －

４【厚生労働省】
（１）職業安定法（昭22法141）及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（昭60法88）
公共職業安定所（ハローワーク）が行う無料職業紹介事業、地方公共団体が行う無料職業紹
介事業の指導監督並びに国以外の者が行う職業紹介、労働者の募集、労働者供給事業及び
労働者派遣事業の指導監督については、以下の方向性により見直す。
（ⅰ）国と地方公共団体が同一施設内で国の無料職業紹介事業と地方公共団体の業務を一
体的に実施する取組（一体的実施）、「ハローワーク特区」の取組、ハローワークの求人情報を
地方公共団体にオンラインで提供する取組など、ハローワークと地方公共団体との一層の連
携強化の取組を通じ、地方公共団体と一体となった雇用対策をこれまで以上に推進する。
（ⅱ）以上の取組の成果と課題を検証し、その結果等を踏まえ、これらの事務・権限の移譲等
について、引き続き検討・調整を進める。その際には、ＩＬＯ第88号条約との整合性、都道府県
を越えた職業紹介の適切な実施、雇用対策における機動性の担保、保険者の変更等雇用保
険財政の根本に関わる議論等に留意する。
（ⅲ）地方公共団体が行う無料職業紹介事業について、民間とは明確に異なる公的性格を持
つものであり、国に準ずるものとして法律上位置付けるなどの措置を講ずる。
（ⅳ）ハローワークの求職情報を地方公共団体に提供する取組を、平成27年度から開始する。


